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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分からなるポリ乳酸樹脂１００重量部に
対し、（Ｂ）リン酸エステル金属塩である有機核剤０．１５～０．９０重量部を溶融混練
する第１の工程と、
　前記第１の工程で得られる混合物を、真空下または窒素フロー下にて７０～９０℃で結
晶化させる第２の工程と、
　前記第２の工程の後に、前記混合物を、真空下または窒素フロー下にて１３０～１５０
℃で脱揮する第３の工程と、
　を含むポリ乳酸樹脂組成物の製造方法であって、得られるポリ乳酸樹脂組成物が以下の
（ｉ）～（ｖ）を満足するポリ乳酸樹脂組成物である製造方法。
（ｉ）前記ポリ乳酸樹脂組成物１００重量部に含まれる、Ｌ－乳酸および／またはＤ－乳
酸からなる直鎖状オリゴマーの量が、０．３重量部以下
（ｉｉ）前記ポリ乳酸樹脂組成物を、密閉状態にて２２０℃で３０分間滞留させた後の重
量平均分子量保持率が、７０％以上
（ｉｉｉ）前記ポリ乳酸樹脂組成物のステレオコンプレックス形成率（Ｓｃ）が下記式（
１）を満たす
　　Ｓｃ＝ΔＨｍｓｃ／（ΔＨｍｈ＋ΔＨｍｓｃ）×１００＞８０　　　（１）
（ここで、ΔＨｍｓｃ：ステレオコンプレックス結晶融解熱量（Ｊ／ｇ）、ΔＨｍｈ：ポ
リ－Ｌ－乳酸単独結晶の結晶融解熱量（Ｊ／ｇ）およびポリ－Ｄ－乳酸単独結晶の結晶融
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解熱量（Ｊ／ｇ）の合計）
（ｉｖ）前記ステレオコンプレックス結晶融解熱量ΔＨｍｓｃが３０Ｊ／ｇ以上
（ｖ）ＤＳＣ測定において、前記ポリ乳酸樹脂組成物を２４０℃まで昇温して３分間恒温
状態にした後、冷却速度２０℃／分で降温した際の降温結晶化熱量（ΔＨｃ）が２０Ｊ／
ｇ以上。
【請求項２】
　ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分と（Ｂ）リン酸エステル金属塩である有機核
剤とを溶融混練する工程であって、前記ポリ－Ｌ－乳酸成分と前記ポリ－Ｄ－乳酸成分か
ら得られる（Ａ）ポリ乳酸樹脂１００重量部に対する前記（Ｂ）有機核剤の混合割合が０
．１５～０．９０重量部となるように溶融混練する第１の工程と、
　前記第１の工程で得られる混合物を、真空下または窒素フロー下にて７０～９０℃で結
晶化させる第２の工程と、
　前記第２の工程の後に、前記混合物を、真空下または窒素フロー下にて１３０～１５０
℃で脱揮する第３の工程と、
　を含むポリ乳酸樹脂組成物の製造方法であって、得られるポリ乳酸樹脂組成物が以下の
（ｉ）～（ｖ）を満足するポリ乳酸樹脂組成物である製造方法。
（ｉ）前記ポリ乳酸樹脂組成物１００重量部に含まれる、Ｌ－乳酸および／またはＤ－乳
酸からなる直鎖状オリゴマーの量が、０．３重量部以下
（ｉｉ）前記ポリ乳酸樹脂組成物を、密閉状態にて２２０℃で３０分間滞留させた後の重
量平均分子量保持率が、７０％以上
（ｉｉｉ）前記ポリ乳酸樹脂組成物のステレオコンプレックス形成率（Ｓｃ）が下記式（
１）を満たす
　　Ｓｃ＝ΔＨｍｓｃ／（ΔＨｍｈ＋ΔＨｍｓｃ）×１００＞８０　　　（１）
（ここで、ΔＨｍｓｃ：ステレオコンプレックス結晶融解熱量（Ｊ／ｇ）、ΔＨｍｈ：ポ
リ－Ｌ－乳酸単独結晶の結晶融解熱量（Ｊ／ｇ）およびポリ－Ｄ－乳酸単独結晶の結晶融
解熱量（Ｊ／ｇ）の合計）
（ｉｖ）前記ステレオコンプレックス結晶融解熱量ΔＨｍｓｃが３０Ｊ／ｇ以上
（ｖ）ＤＳＣ測定において、前記ポリ乳酸樹脂組成物を２４０℃まで昇温して３分間恒温
状態にした後、冷却速度２０℃／分で降温した際の降温結晶化熱量（ΔＨｃ）が２０Ｊ／
ｇ以上。
【請求項３】
　前記ポリ乳酸樹脂組成物１００重量部に含まれる、前記Ｌ－乳酸および／または前記Ｄ
－乳酸からなる前記直鎖状オリゴマーの量が、０．２重量部以下である請求項１または２
に記載のポリ乳酸樹脂組成物の製造方法。
【請求項４】
　前記ポリ乳酸樹脂組成物を、密閉状態にて２２０℃で３０分間滞留させた後の重量平均
分子量保持率が、８０％以上である請求項１～３のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組
成物の製造方法。
【請求項５】
　前記（Ａ）ポリ乳酸樹脂において、前記ポリ－Ｌ－乳酸成分と前記ポリ－Ｄ－乳酸成分
の合計重量に対する前記ポリ－Ｌ－乳酸成分の重量の比が、６０～８０重量％または２０
～４０重量％の範囲である請求項１～４のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物の製
造方法。
【請求項６】
　前記（Ａ）ポリ乳酸樹脂が、ポリ乳酸ブロック共重合体である請求項１～５のいずれか
１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物の製造方法。
【請求項７】
　前記ポリ－Ｌ－乳酸成分または前記ポリ－Ｄ－乳酸成分のいずれか一方の重量平均分子
量が６万～３０万であり、他方の重量平均分子量が１万～５万である請求項１～６のいず
れか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物の製造方法。
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【請求項８】
　前記（Ａ）ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して、前記（Ｂ）有機核剤が０．２０～０．
４５重量部配合されている請求項１～７のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物の製
造方法。
【請求項９】
　前記ポリ乳酸樹脂組成物は、（Ｃ）鎖連結剤をさらに含み、
前記（Ａ）ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して、前記（Ｃ）鎖連結剤が０．０１～１０重
量部配合されている請求項１～８のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物の製造方法
。
【請求項１０】
　前記ポリ乳酸樹脂組成物は、（Ｄ）無機核剤をさらに含み、
前記（Ａ）ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して、前記（Ｄ）無機核剤が０．０１～２０重
量部配合されている請求項１～９のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物の製造方法
。
【請求項１１】
　前記ポリ乳酸樹脂組成物のステレオコンプレックス結晶融点（Ｔｍｓｃ）が２０５～２
１５℃である請求項１～１０のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物の製造方法。
【請求項１２】
　前記ポリ乳酸樹脂組成物の重量平均分子量が１０万～３０万である請求項１～１１のい
ずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物の製造方法。
【請求項１３】
　溶融温度が２２０℃であり、せん断速度が２４３ｓｅｃ-1である条件における溶融粘度
が、１０００Ｐａ・ｓ以下である請求項１～１２のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組
成物の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリ乳酸樹脂組成物、その製造方法、およびポリ乳酸樹脂組成物からなる成
形品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリ乳酸は実用上溶融成形可能な高分子であり、生分解性の特徴を有することから、使
用した後は自然環境中で分解して炭酸ガスや水として放出される生分解性高分子としての
開発が進められてきた。一方、近年では、ポリ乳酸自身が二酸化炭素や水を起源とする再
生可能資源（バイオマス）を原料としているため、使用後に二酸化炭素が放出されたとし
ても地球環境中における二酸化炭素は増減しないというカーボンニュートラルの性質が注
目され、環境低負荷材料としての利用が期待されている。さらに、ポリ乳酸のモノマーで
ある乳酸が、微生物を利用した発酵法により安価に製造されつつあるため、ポリ乳酸は、
石油系プラスチック製の汎用ポリマーの代替素材としても検討されるようになってきた。
【０００３】
　このような性質から、ポリ乳酸は溶融成形体として幅広い実用化が試みられているもの
の、石油系プラスチックに比較すると耐熱性や耐久性が低く、結晶化速度が小さいため生
産性にも劣っており、実用化の範囲は大幅に限定されているのが現状である。また、ポリ
乳酸成形体に対して、耐熱性向上のために熱処理等の結晶化処理を行うと、白濁化して透
明性が低下する問題があることから、耐熱性に優れるポリ乳酸成形体が望まれている。
【０００４】
　このような問題点を解決する手段の一つとして、ポリ乳酸ステレオコンプレックスの利
用が注目されている。ポリ乳酸ステレオコンプレックスは、光学活性なポリ－Ｌ－乳酸（
以下、ＰＬＬＡと称する）とポリ－Ｄ－乳酸（以下、ＰＤＬＡと称する）を混合すること
により形成される。このようなポリ乳酸ステレオコンプレックスの融点は、ポリ乳酸ホモ
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ポリマーの融点１７０℃に比較して４０～５０℃高い２１０～２２０℃に達する。そこで
、この性質を利用して、高融点かつ高結晶性の繊維、樹脂成型品、および透明性を有する
フィルム等への、ポリ乳酸ステレオコンプレックスの適用が試みられている。
【０００５】
　従来、ポリ乳酸ステレオコンプレックスは、ＰＬＬＡとＰＤＬＡを溶液状態で混合（以
下、溶液混合ともいう）するか、ＰＬＬＡとＰＤＬＡを加熱溶融状態で混合（以下、加熱
溶融混合ともいう）させることで形成される。
【０００６】
　しかしながら、ＰＬＬＡとＰＤＬＡの溶液混合については、混合後に溶剤を揮発させる
必要があることから製造工程が煩雑になり、結果としてポリ乳酸ステレオコンプレックス
が高コストになる問題がある。また、ＰＬＬＡとＰＤＬＡの加熱溶融混合の場合には、ポ
リ乳酸ステレオコンプレックスが十分溶融する温度で混合する必要があり、このような温
度ではポリ乳酸の熱分解反応を併発して、直鎖状低分子量体（以下、直鎖状オリゴマーと
称する）が副生成物として発生する。そのため、副生成物により、溶融滞留時の分子量が
低下するという課題があった。また、この副生成物の存在によって押出成形加工時の熱分
解反応が促進されるため、成形品の熱安定性および機械特性の大幅な低下が生じる欠点が
あった。
【０００７】
　また、単純な溶液混合および加熱溶融混合だけでは、再溶融後のステレオコンプレック
ス結晶の結晶化速度は遅く、生産性に劣るという欠点があった。すなわち、耐熱性を発現
するためには成形加工時に長時間の金型冷却が必要となり、また、成形後に成形品をアニ
ール処理して結晶化を促進させる必要があった。また、ステレオコンプレックス結晶と同
時に、ＰＬＬＡあるいはＰＤＬＡ由来の融点の低いホモ結晶（単独結晶）も併発するため
、白濁化して透明性が低下するという課題があった。
【０００８】
　これらのことから、熱安定性および成形品の外観に影響を及ぼす直鎖状オリゴマー含有
量が少なく、成形加工性と、成形品の機械特性に影響を及ぼす結晶化速度とをバランス良
く両立したポリ乳酸ステレオコンプレックスが求められていた。
【０００９】
　特許文献１には、ＰＬＬＡおよびＰＤＬＡの混合物からなるシートを成形して得られる
成形体中の乳酸オリゴマー量に関する記載があるが、実施例ではラクチド（環状二量体）
の記載だけであり、直鎖状オリゴマーに関する記載はない。
【００１０】
　結晶化速度の向上およびホモ結晶の発生を抑制するため、ステレオコンプレックスを選
択的に結晶化する有機核剤を添加する方法が従来から検討されている。例えば、有機核剤
としてリン酸エステル金属塩を、重量平均分子量１８万のＰＬＬＡおよび重量平均分子量
１８万のＰＤＬＡからなるポリ乳酸樹脂１００重量部に対し０．５重量部添加し、溶融混
練した後、１２０℃で乾燥することで、結晶化速度の向上および再溶融後のホモ結晶の発
生抑制に効果があることが示されている（特許文献２、実施例）。しかし、リン酸エステ
ル金属塩は有機核剤として作用すると同時に熱分解触媒として作用するため、溶融混練時
に熱分解反応が進行し、溶融混練時の分子量低下が生じかつ副生成物である直鎖状オリゴ
マーが発生するため、熱安定性に劣り成形品外観が悪化するという欠点がある。
【００１１】
　また、リン酸エステル金属塩を、重量平均分子量１２万のＰＬＬＡおよび重量平均分子
量１２万のＰＤＬＡからなるポリ乳酸樹脂１００重量部に対し０．０５～０．１重量部添
加し、溶融混練後、延伸シート化することで高いステレオコンプレックス結晶比率と透明
性を発現することが示されている（特許文献３、実施例）。しかし、当該添加量では降温
時の結晶化速度は不十分であり、かつ再溶融後の結晶化によりホモ結晶が多量に発生する
ため、未延伸成形品および高い結晶化速度が求められる射出成形用途などへは展開できな
いという欠点がある。
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【００１２】
　さらに、重量平均分子量１５．６～１８万のＰＬＬＡおよび重量平均分子量１５．６万
のＰＤＬＡからなるポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、リン酸エステル金属塩０．５～１
．０重量部およびポリカルボジイミド化合物０．５～３．０重量部を添加し、溶融混練し
た後１１０℃で乾燥する構成が開示されている。このような構成とすることで、リン酸エ
ステル金属塩の熱分解触媒作用による分子量低下をポリカルボジイミド化合物で抑え、そ
の結果、結晶化速度の向上および熱安定性の向上に効果があることを示している（特許文
献４、実施例）。しかし、重量平均分子量が１５万以上の高分子量のＰＬＬＡとＰＤＬＡ
に加え、分子量増大効果を有するポリカルボジイミドを同時に溶融混練するため、混練時
の溶融粘度は高くなり、せん断発熱により熱分解反応が進行し、副生成物である直鎖状オ
リゴマーの発生を伴う。そのため、得られるポリ乳酸ステレオコンプレックスの熱安定性
は、ポリカルボジイミド化合物未添加よりは向上するものの、十分ではない。また溶融混
練温度を上げることで溶融粘度を低下させることは可能であるが、温度を上げることによ
って熱分解が促進されることにより副生成物である直鎖状オリゴマーが発生するため、熱
安定性の向上には限界があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】特開２００９－１７９７７３号公報
【特許文献２】特開２００３－１９２８８４号公報
【特許文献３】特開２００８－２４８１６２号公報
【特許文献４】再公表２００８－１０２９１９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　そこで本発明の目的は、特定の有機核剤を特定量添加することで、ポリ乳酸樹脂組成物
中の直鎖状オリゴマー量を０．３重量％以下となるよう制御することにより、優れた熱安
定性、成形加工性、耐熱性、耐衝撃性、ならびに成形品外観が得られるポリ乳酸樹脂組成
物を提供することにある。また、本発明は、成形加工性、耐熱性、耐衝撃性、成形品外観
に優れ、とりわけ優れた熱安定性を有する成形品を提供できるポリ乳酸樹脂組成物を製造
する方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明は、上述の課題の少なくとも一部を解決するためになされたものであり、以下の
形態として実現することが可能である。
【００１６】
〔１〕ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分からなる（Ａ）ポリ乳酸樹脂に対し、（
Ｂ）有機核剤を配合してなるポリ乳酸樹脂組成物であって、前記（Ａ）ポリ乳酸樹脂１０
０重量部に対して、前記（Ｂ）有機核剤が０．１５～０．９０重量部配合されており、以
下の（ｉ）～（ｖ）を満足するポリ乳酸樹脂組成物。
（ｉ）前記ポリ乳酸樹脂組成物１００重量部に含まれる、Ｌ－乳酸および／またはＤ－乳
酸からなる直鎖状オリゴマーの量が、０．３重量部以下
（ｉｉ）前記ポリ乳酸樹脂組成物を、密閉状態にて２２０℃で３０分間滞留させた後の重
量平均分子量保持率が、７０％以上
（ｉｉｉ）前記ポリ乳酸樹脂組成物のステレオコンプレックス形成率（Ｓｃ）が下記式（
１）を満たす
　　Ｓｃ＝ΔＨｍｓｃ／（ΔＨｍｈ＋ΔＨｍｓｃ）×１００＞８０　　　（１）
（ここで、ΔＨｍｓｃ：ステレオコンプレックス結晶融解熱量（Ｊ／ｇ）、ΔＨｍｈ：ポ
リ－Ｌ－乳酸単独結晶の結晶融解熱量（Ｊ／ｇ）およびポリ－Ｄ－乳酸単独結晶の結晶融
解熱量（Ｊ／ｇ）の合計）



(6) JP 5565469 B2 2014.8.6

10

20

30

40

50

（ｉｖ）前記ステレオコンプレックス結晶融解熱量ΔＨｍｓｃが３０Ｊ／ｇ以上
（ｖ）ＤＳＣ測定において、前記ポリ乳酸樹脂組成物を２４０℃まで昇温して３分間恒温
状態にした後、冷却速度２０℃／分で降温した際の降温結晶化熱量（ΔＨｃ）が２０Ｊ／
ｇ以上。
【００１７】
〔２〕前記ポリ乳酸樹脂組成物１００重量部に含まれる、前記Ｌ－乳酸および／または前
記Ｄ－乳酸からなる前記直鎖状オリゴマーの量が、０．２重量部以下である前記〔１〕に
記載のポリ乳酸樹脂組成物。
【００１８】
〔３〕前記ポリ乳酸樹脂組成物を、密閉状態にて２２０℃で３０分間滞留させた後の重量
平均分子量保持率が、８０％以上である前記〔１〕または〔２〕に記載のポリ乳酸樹脂組
成物。
【００１９】
〔４〕前記（Ａ）ポリ乳酸樹脂において、前記ポリ－Ｌ－乳酸成分と前記ポリ－Ｄ－乳酸
成分の合計重量に対する前記ポリ－Ｌ－乳酸成分の重量の比が、６０～８０重量％または
２０～４０重量％の範囲である前記〔１〕～〔３〕のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂
組成物。
【００２０】
〔５〕前記（Ａ）ポリ乳酸樹脂が、ポリ乳酸ブロック共重合体である前記〔１〕～〔４〕
のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物。
【００２１】
〔６〕前記ポリ－Ｌ－乳酸成分または前記ポリ－Ｄ－乳酸成分のいずれか一方の重量平均
分子量が６万～３０万であり、他方の重量平均分子量が１万～５万である前記〔１〕～〔
５〕のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物。
【００２２】
〔７〕前記（Ｂ）有機核剤がリン酸エステル金属塩である前記〔１〕～〔６〕のいずれか
１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物。
【００２３】
〔８〕前記（Ａ）ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して、前記（Ｂ）有機核剤が０．２～０
．４５重量部配合されている前記〔１〕～〔７〕のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組
成物。
【００２４】
〔９〕前記ポリ乳酸樹脂組成物は、（Ｃ）鎖連結剤をさらに含み、前記（Ａ）ポリ乳酸樹
脂１００重量部に対して、前記（Ｃ）鎖連結剤が０．０１～１０重量部配合されている前
記〔１〕～〔８〕のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物。
【００２５】
〔１０〕前記ポリ乳酸樹脂組成物は、（Ｄ）無機核剤をさらに含み、前記（Ａ）ポリ乳酸
樹脂１００重量部に対して、前記（Ｄ）無機核剤が０．０１～２０重量部配合されている
前記〔１〕～〔９〕のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物。
【００２６】
〔１１〕前記ポリ乳酸樹脂組成物のステレオコンプレックス結晶融点（Ｔｍｓｃ）が２０
５～２１５℃である前記〔１〕～〔１０〕のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物。
【００２７】
〔１２〕前記ポリ乳酸樹脂の重量平均分子量が１０万～３０万である前記〔１〕～〔１１
〕のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物。
【００２８】
〔１３〕溶融温度が２２０℃であり、せん断速度が２４３ｓｅｃ-1である条件における溶
融粘度が、１０００Ｐａ・ｓ以下である前記〔１〕～〔１２〕のいずれか１項に記載のポ
リ乳酸樹脂組成物。
【００２９】
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〔１４〕（Ａ）ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分からなるポリ乳酸樹脂１００重
量部に対し、（Ｂ）有機核剤０．１５～０．９０重量部を溶融混練する第１の工程と、前
記第１の工程で得られる混合物を、真空下または窒素フロー下にて７０～９０℃で結晶化
させる第２の工程と、前記第２の工程の後に、前記混合物を、真空下または窒素フロー下
にて１３０～１５０℃で脱揮する第３の工程と、を含む前記〔１〕～〔１３〕のいずれか
１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物の製造方法。
【００３０】
〔１５〕ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分と（Ｂ）有機核剤とを溶融混練する工
程であって、前記ポリ－Ｌ－乳酸成分と前記ポリ－Ｄ－乳酸成分から得られる（Ａ）ポリ
乳酸樹脂１００重量部に対する前記（Ｂ）有機核剤の混合割合が０．１５～０．９０重量
部となるように溶融混練する第１の工程と、前記第１の工程で得られる混合物を、真空下
または窒素フロー下にて７０～９０℃で結晶化させる第２の工程と、前記第２の工程の後
に、前記混合物を、真空下または窒素フロー下にて１３０～１５０℃で脱揮する第３の工
程と、を含む〔１〕～〔１３〕のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物の製造方法。
【００３１】
〔１６〕前記〔１〕～〔１３〕のいずれか１項に記載のポリ乳酸樹脂組成物からなる成形
品。
【発明の効果】
【００３２】
　本発明によれば、熱安定性、耐熱性、機械特性、ならびに成形品外観に優れた、ポリ乳
酸樹脂組成物を得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００３３】
　以下、本発明の実施の形態について詳細に説明する。本発明の実施の形態は、ポリ乳酸
樹脂組成物、その製造方法、およびポリ乳酸樹脂組成物からなる成形体に係るものである
。
【００３４】
　＜ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分＞
本発明の実施の形態において、ポリ乳酸樹脂とは、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸
成分により構成されるポリ乳酸樹脂である。
【００３５】
　ここで、ポリ－Ｌ－乳酸成分とは、Ｌ－乳酸を主成分とする重合体であり、Ｌ－乳酸単
位を７０モル％以上含有していることが好ましく、９０モル％以上含有していることがよ
り好ましく、９５モル％以上含有していることがさらに好ましく、９８モル％以上含有し
ていることが特に好ましい。
【００３６】
　また、ポリ－Ｄ－乳酸成分とは、Ｄ－乳酸を主成分とする重合体であり、Ｄ－乳酸単位
を７０モル％以上含有していることが好ましく、９０モル％以上含有していることがより
好ましく、９５モル％以上含有していることがさらに好ましく、９８モル％以上含有して
いることが特に好ましい。
【００３７】
　本発明の実施の形態において、Ｌ－乳酸単位を含有するポリ－Ｌ－乳酸成分またはＤ－
乳酸単位を含有するポリ－Ｄ－乳酸成分は、得られるポリ乳酸樹脂組成物の性能を損なわ
ない範囲で、他の成分単位を含んでいてもよい。Ｌ－乳酸単位またはＤ－乳酸単位以外の
他の成分単位としては、多価カルボン酸、多価アルコール、ヒドロキシカルボン酸、およ
びラクトンなどが挙げられる。具体的には、コハク酸、アジピン酸、セバシン酸、フマル
酸、テレフタル酸、イソフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、５－ナトリウムス
ルホイソフタル酸、および５－テトラブチルホスホニウムスルホイソフタル酸などの多価
カルボン酸類またはそれらの誘導体と、エチレングリコール、プロピレングリコール、ブ
タンジオール、ペンタンジオール、ヘキサンジオール、オクタンジオール、ネオペンチル
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グリコール、グリセリン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、トリメチロ
ールプロパンまたはペンタエリスリトールにエチレンオキシドまたはプロピレンオキシド
を付加した多価アルコール、ビスフェノールにエチレンオキシドを付加反応させた芳香族
多価アルコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコ
ール、およびポリプロピレングリコールなどの多価アルコール類またはそれらの誘導体と
、グリコール酸、３－ヒドロキシ酪酸、４－ヒドロキシ酪酸、４－ヒドロキシ吉草酸、お
よび６－ヒドロキシカプロン酸などのヒドロキシカルボン酸類と、グリコリド、ε－カプ
ロラクトングリコリド、ε－カプロラクトン、β－プロピオラクトン、δ－ブチロラクト
ン、β－またはγ－ブチロラクトン、ピバロラクトン、およびδ－バレロラクトンなどの
ラクトン類などが挙げられる。
【００３８】
　本発明の実施の形態で用いるポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分の分子量は、特
に限定されるものではないが、ポリ－Ｌ－乳酸またはポリ－Ｄ－乳酸のうちいずれか一方
の重量平均分子量が６万～３０万以下であり、他方の重量平均分子量が１万～５万以下で
あることが好ましい。さらに好ましくは、一方の重量平均分子量が１０万～２７万、他方
の重量平均分子量が２万～４．５万である。特に好ましくは、一方の重量平均分子量が１
５万～２４万、他方の重量平均分子量が３万～４．５万である。ただし、ポリ－Ｌ－乳酸
またはポリ－Ｄ－乳酸のうちいずれか一方の重量平均分子量が６万未満または３０万を超
えており、他方の重量平均分子量が１万未満または５万を超えていてもよい。
【００３９】
　ここで、重量平均分子量とは、溶媒としてヘキサフルオロイソプロパノールを用いたゲ
ルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）測定によって得られる、標準ポリメチ
ルメタクリレート換算値である。
【００４０】
　本発明の実施の形態で用いるポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分の製造方法につ
いては、開環重合法および直接重合法のいずれの方法も用いることができる。ただし、製
造プロセスの簡易性、および原料コストの点で、直接重合法で製造することが好ましい。
ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分を同じ製造法で製造してもよく、一方を直接重
合法により製造して他方を開環重合法により製造してもよい。
【００４１】
　開環重合法または直接重合法にてポリ－Ｌ－乳酸成分およびポリ－Ｄ－乳酸成分を得る
方法としては、例えば、Ｌ－乳酸とＤ－乳酸のいずれか一方を触媒存在下で開環重合また
は直接重合を行う方法を挙げることができる。
【００４２】
　開環重合法または直接重合法にてポリ－Ｌ－乳酸成分およびポリ－Ｄ－乳酸成分を得る
場合、得られるポリ乳酸樹脂組成物の結晶性および融点を向上できる観点から、用いられ
るＬ－乳酸およびＤ－乳酸の光学純度は、９０％ｅｅ以上であることが好ましい。さらに
好ましくは９５％ｅｅ以上であり、９８％ｅｅ以上であることが特に好ましい。
【００４３】
　また、直接重合法にてポリ－Ｌ－乳酸成分およびポリ－Ｄ－乳酸成分を得る場合、高分
子量体を得るという観点から、反応系内の水分量は、反応系内のＬ－乳酸量またはＤ－乳
酸量に対して４ｍｏｌ％以下であることが好ましい。さらに好ましくは２ｍｏｌ％以下で
あり、０．５ｍｏｌ％以下が特に好ましい。なお、水分量とはカールフィッシャー法を用
いて電量滴定法により測定した値である。
【００４４】
　直接重合法によりポリ－Ｌ－乳酸成分およびポリ－Ｄ－乳酸成分を製造する際の重合触
媒としては、金属触媒と酸触媒が挙げられる。金属触媒としては、錫化合物、チタン化合
物、鉛化合物、亜鉛化合物、コバルト化合物、鉄化合物、リチウム化合物、および希土類
化合物などが挙げられる。上記各化合物としては、金属アルコキシド、金属ハロゲン化合
物、有機カルボン酸塩、炭酸塩、硫酸塩、酸化物などが好ましい。
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【００４５】
　本発明の実施の形態において、直接重合法にてポリ－Ｌ－乳酸成分やポリ－Ｄ－乳酸成
分を製造する場合には、生成されるポリ乳酸樹脂の分子量を考慮すると、用いる重合触媒
としては、錫化合物、チタン化合物、アンチモン化合物、希土類化合物、および酸触媒が
好ましい。また、生成されるポリ乳酸樹脂組成物の融点を考慮すると、用いる重合触媒と
しては、錫化合物、チタン化合物、およびスルホン酸化合物が好ましい。さらに、生成さ
れるポリ乳酸樹脂組成物の熱安定性を考慮すると、重合触媒として金属触媒を用いる場合
には、錫系の有機カルボン酸塩あるいは錫系のハロゲン化合物が好ましく、特に酢酸錫（
ＩＩ）、オクチル酸錫（ＩＩ）、および塩化錫（ＩＩ）がより好ましい。重合触媒として
酸触媒を用いる場合には、モノおよびジスルホン酸化合物が好ましく、メタンスルホン酸
、エタンスルホン酸、プロパンスルホン酸、プロパンジスルホン酸、ナフタレンジスルホ
ン酸、および２－アミノエタンスルホン酸がより好ましい。また、重合触媒は１種類でも
よく、２種類以上併用してもよいが、重合活性を高める点から考えて、２種類以上を併用
することが好ましい。着色を抑制することが可能となるという点で、錫化合物から選択さ
れる１種類以上と、スルホン酸化合物から選択される１種類以上とを併用することが好ま
しい。さらに生産性に優れるという点で、酢酸錫（ＩＩ）および／またはオクチル酸錫（
ＩＩ）と、メタンスルホン酸、エタンスルホン酸、プロパンジスルホン酸、ナフタレンジ
スルホン酸、および２－アミノエタンスルホン酸のいずれか一種類以上との併用がより好
ましく、酢酸錫（ＩＩ）および／またはオクチル酸錫（ＩＩ）と、メタンスルホン酸、エ
タンスルホン酸、プロパンジスルホン酸、２－アミノエタンスルホン酸のいずれか一種と
の併用がさらに好ましい。
【００４６】
　直接重合法を採用する場合の重合触媒の添加量については特に限定されるものではなく
、使用する原料（Ｌ－乳酸、Ｄ－乳酸など）１００重量部に対して０．００１重量部以上
であることが好ましい。また、使用する原料（Ｌ－乳酸、Ｄ－乳酸など）１００重量部に
対して２重量部以下であることが好ましく、１重量部以下がより好ましい。触媒量を０．
００１重量部以上とすることで、重合時間の短縮効果を高めることができる。また、触媒
量を２重量部以下にすることで、得られるポリ－Ｌ－乳酸成分またはポリ－Ｄ－乳酸成分
の分子量を十分に大きくすることが容易になる。また、触媒を２種類以上併用する場合は
、合計添加量が上記の範囲内であることが好ましい。特に、錫化合物から選択される１種
類以上と、スルホン酸化合物から選択される１種類以上とを併用する場合は、高い重合活
性を維持し、かつ着色を抑制することが可能であるという点で、錫化合物とスルホン酸化
合物の重量比が１：１～１：３０であることが好ましく、生産性に優れるという点で、１
：２～１：１５であることがより好ましい。
【００４７】
　直接重合法を採用する場合の重合触媒の添加時期については特に限定されるものではな
い。ただし、重合触媒として酸触媒を用いる場合には、原料を脱水する前に重合触媒を添
加することが、生産性に優れるという点で好ましい。また、重合触媒として金属触媒を用
いる場合には、原料を脱水した後に重合触媒を添加することが、重合活性を高める点から
考えて好ましい。
【００４８】
　分子量増大を目的として、直接重合後にさらに固相重合を行なってもよい。固相重合を
行う場合には、固相重合に供するポリ－Ｌ－乳酸およびポリ－Ｄ－乳酸の形状は、特に限
定されるものではなく、塊状、フィルム、ペレットおよび粉末などいずれでもよい。ただ
し、固相重合を効率的に進めるという観点から、ペレットまたは粉末を用いることが好ま
しい。ペレットにする方法としては、直接重合後のポリ－Ｌ－乳酸またはポリ－Ｄ－乳酸
をストランド状に押出し、ペレタイズする方法、あるいは直接重合後のポリ－Ｌ－乳酸ま
たはポリ－Ｄ－乳酸を水中に押出し、アンダーウォーターカッターを用いてペレット化す
る方法が挙げられる。また、粉末にする方法としては、ミキサー、ブレンダー、ボールミ
ルおよびハンマーミルなどの粉砕機を用いて粉砕する方法が挙げられる。この固相重合工
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程を実施する方法については特に限定されるものではなく、回分法でも連続法でもよく、
また、反応容器は、撹拌槽型反応器、ミキサー型反応器および塔型反応器などを用いるこ
とができ、これらの反応器は２種以上組み合わせて使用することができる。
【００４９】
　この固相重合工程を実施する際には、直接重合後のポリ－Ｌ－乳酸またはポリ－Ｄ－乳
酸が結晶化していることが好ましい。本発明の実施の形態において、直接重合後のポリ－
Ｌ－乳酸またはポリ－Ｄ－乳酸が結晶化状態である場合は、固相重合工程を実施する際に
ポリ－Ｌ－乳酸またはポリ－Ｄ－乳酸の結晶化は必ずしも必要ない。ただし、固相重合工
程に先立ってポリ－Ｌ－乳酸またはポリ－Ｄ－乳酸の結晶化を行うことで、固相重合の効
率をさらに高めることもできる。
【００５０】
　結晶化させる方法については特に限定されるものではなく、公知の方法を利用すること
ができる。例えば、ポリ－Ｌ－乳酸またはポリ－Ｄ－乳酸を気相中または液相中において
結晶化温度で保持する方法、ポリ－Ｌ－乳酸またはポリ－Ｄ－乳酸の溶融物を延伸または
剪断の操作を行いながら冷却固化させる方法などが挙げられる。操作が簡便であるという
観点から、気相中または液相中において結晶化温度で保持する方法が好ましい。
【００５１】
　ここでいう結晶化温度とは、ポリ－Ｌ－乳酸またはポリ－Ｄ－乳酸の、ガラス転移温度
より高く融点よりも低い温度範囲であれば特に限定されるものではない。ただし、上記結
晶化温度は、７０～９０℃の範囲内であることがより好ましい。
【００５２】
　ポリ－Ｌ－乳酸またはポリ－Ｄ－乳酸の結晶化は、真空下または乾燥窒素などの不活性
気体気流下にて行うことが好ましい。
【００５３】
　ポリ－Ｌ－乳酸またはポリ－Ｄ－乳酸を結晶化させる際の時間については、特に限定さ
れるものではない。ただし、十分に結晶化させるためには３時間以上であることが好まし
く、５時間以上であることがさらに好ましい。
【００５４】
直接重合後に固相重合工程を実施する際の温度条件は、ポリ－Ｌ－乳酸あるいはポリ－Ｄ
－乳酸の融点以下の温度とすればよい。具体的には、１００℃以上が好ましく、固相重合
を効率的に進めるという観点から１１０℃以上であることがより好ましく、１２０℃以上
であることが最も好ましい。また、１７０℃以下が好ましく、固相重合を効率的に進める
という観点から１６５℃以下であることがより好ましく、１６０℃以下であることが最も
好ましい。
【００５５】
　また、固相重合の反応時間を短縮するために、反応の進行とともに温度を段階的に上げ
るかあるいは連続的に上げることが好ましい。固相重合時に段階的に昇温するときの温度
条件としては、第一段階として１２０～１３０℃で１～１５時間、第二段階として１３５
～１４５℃で１～１５時間、第三段階として１５０～１７０℃で１０～３０時間と昇温す
るのが好ましく、さらには第一段階として１２０～１３０℃で２～１２時間、第二段階と
して１３５～１４５℃で２～１２時間、第三段階として１５０～１７０℃で１０～２５時
間と昇温するのがより好ましい。固相重合時に連続的に昇温するときの温度条件としては
、１３０℃～１５０℃の初期温度より１～５℃／分の速度で１５０～１７０℃まで連続的
に昇温するのが好ましい。また、段階的な昇温と連続的な昇温を組み合わせることも固相
重合を効率的に進行する観点から好ましい。
【００５６】
　また、この固相重合工程を実施する際には、真空下または乾燥窒素などの不活性気体気
流下で行うことが好ましい。真空下で固相重合を行う際の真空度は、１５０Ｐａ以下であ
ることが好ましく、７５Ｐａ以下であることがさらに好ましく、２０Ｐａ以下であること
が特に好ましい。不活性気体気流下で固相重合を行う際の流量は、混合物１ｇに対して、
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０．１ｍｌ／分以上とすることが好ましく、０．５ｍｌ／分以上とすることがさらに好ま
しく、１．０ｍｌ／分以上とすることが特に好ましい。また、２０００ｍｌ／分以下とす
ることが好ましく、１０００ｍｌ／分以下とすることがさらに好ましく、５００ｍｌ／分
以下とすることが特に好ましい。
【００５７】
　また、開環重合法を利用してポリ－Ｌ－乳酸成分またはポリ－Ｄ－乳酸成分を製造する
際の重合触媒としては、直接重合法と同様の金属触媒と酸触媒が挙げられる。
【００５８】
　本発明の実施の形態において、開環重合法にてポリ－Ｌ－乳酸成分やポリ－Ｄ－乳酸成
分を製造する場合には、生成されるポリ乳酸樹脂の分子量を考慮すると、重合触媒として
は金属触媒が好ましく、中でも錫化合物、チタン化合物、アンチモン化合物、および希土
類化合物がより好ましい。生成されるポリ乳酸樹脂組成物の融点を考慮すると、錫化合物
およびチタン化合物がより好ましい。生成されるポリ乳酸樹脂組成物の熱安定性を考慮す
ると、重合触媒としては錫系の有機カルボン酸塩あるいは錫系のハロゲン化合物が好まし
く、特に酢酸錫（ＩＩ）、オクチル酸錫（ＩＩ）、および塩化錫（ＩＩ）がより好ましい
。
【００５９】
　開環重合法を採用する場合の重合触媒の添加量については特に限定されるものではなく
、使用する原料（Ｌ－ラクチド、Ｄ－ラクチドなど）１００重量部に対して０．００１重
量部以上が好ましく、０．００１重量部以上がより好ましい。また、使用する原料（Ｌ－
ラクチド、Ｄ－ラクチドなど）１００重量部に対して２重量部以下が好ましく、１重量部
以下がより好ましい。触媒量を０．００１重量部以上とすることで、重合時間の短縮効果
を高めることができる。また、触媒量を２重量部以下とすることで、得られるポリ－Ｌ－
乳酸成分またはポリ－Ｄ－乳酸成分の分子量を十分に大きくすることが容易になる。また
、触媒を２種類以上併用する場合は、合計添加量が上記の範囲内であることが好ましい。
【００６０】
　開環重合法を採用する場合の重合触媒の添加時期については特に限定されるものではな
いが、ラクチドを加熱溶解後に触媒を添加することが、触媒を系内に均一分散させて、重
合活性を高める点で好ましい。
【００６１】
　＜（Ａ）ポリ乳酸樹脂＞
　本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂は、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分から
なる。ポリ乳酸樹脂は、ポリ乳酸樹脂組成物製造時にポリ－Ｌ－乳酸とポリ－Ｄ－乳酸を
溶融混練することにより製造してもよく、もしくはポリ乳酸樹脂組成物製造前にあらかじ
め製造しておいてもよい。
【００６２】
　本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、特に限定されるもの
ではないが、１０万以上であることが機械特性の点で好ましく、１２万以上であることが
さらに好ましく、１４万以上であることが成形加工性および機械特性の点で特に好ましい
。また、上記重量平均分子量（Ｍｗ）は、３０万以下であることが機械特性の点で好まし
く、２８万以下であることがさらに好ましく、２５万以下であることが成形加工性および
機械特性の点で特に好ましい。また、ポリ乳酸樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分
子量（Ｍｎ）の比である分散度は、１．５以上であることが機械特性の点で好ましく、１
．８以上であることがさらに好ましく、２．０以上であることが成形加工性および機械特
性の点で特に好ましい。また、上記分散度は、３．０以下であることが機械特性の点で好
ましく、２．７以下であることがさらに好ましく、２．４以下であることが成形加工性お
よび機械特性の点で特に好ましい。なお、重量平均分子量および分散度とは、溶媒として
ヘキサフルオロイソプロパノールを用いたゲルパーミエーションクロマトグラフィー（Ｇ
ＰＣ）測定によって得られる、標準ポリメチルメタクリレート換算値である。
【００６３】
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　本発明の実施の形態において、ポリ乳酸樹脂を構成するポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ
－乳酸成分の合計重量に対するポリ－Ｌ－乳酸成分の重量の比は、２０～８０重量％であ
ることが好ましい。特に、ステレオコンプレックスの形成のし易さという観点から、上記
合計重量に対するポリ－Ｌ－乳酸成分の重量の比が偏っていることが望ましい。具体的に
は、ポリ－Ｌ－乳酸成分の重量とポリ－Ｄ－乳酸成分の重量とが異なり、両者の差がより
大きいことが望ましい。そのため、上記合計重量に対するポリ－Ｌ－乳酸成分の重量の比
は、６０～８０重量％または２０～４０重量％であることがさらに好ましく、６５～７５
重量％または２５～３５重量％であることが最も好ましい。ポリ乳酸樹脂を構成するポリ
－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分の合計重量に対するポリ－Ｌ－乳酸成分の重量の比
が５０重量％以外の場合は、重量平均分子量の大きい方のポリ－Ｌ－乳酸成分またはポリ
－Ｄ－乳酸成分を多く配合することが好ましい。
【００６４】
　本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂は、ステレオコンプレックス形成率が高く、耐熱性
および衝撃強度に優れる点で、ポリ－Ｌ－乳酸成分からなるセグメントとポリ－Ｄ－乳酸
成分からなるセグメントから構成されるポリ乳酸ブロック共重合体であることが好ましい
。ただし、本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂は、ブロック共重合体を形成させるための
特別な重合工程を行うことなく、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分とを加熱溶融
混合して製造してもよい。
【００６５】
　＜（Ａ）ポリ乳酸樹脂の製造方法＞
　本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂をあらかじめ製造しておく場合には、ポリ－Ｌ－乳
酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分を溶融混練する工程の後、真空下または窒素フロー下にて７
０～９０℃で結晶化する工程を行い、次いで真空下または窒素フロー下にて１３０～１５
０℃で脱揮する工程を行うことが好ましい。また、ポリ乳酸樹脂がポリ－Ｌ－乳酸成分か
らなるセグメントとポリ－Ｄ－乳酸成分からなるセグメントから構成されるポリ乳酸ブロ
ック共重合体である場合には、上記溶融混練する工程の後、真空下または窒素フロー下に
て７０～９０℃で結晶化する工程を行い、次いで真空下または窒素フロー下にて１３０～
１５０℃で脱揮する工程を行い、次いで１５０℃を超え１７５℃以下で固相重合する工程
を行えばよい。
【００６６】
　ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分を溶融混練する方法としては特に限定される
ものではない。例えば、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分のうち、融点の高い方
の成分の融解終了温度以上で溶融混練する方法、溶媒中で混合した後に溶媒を除く方法、
あるいは溶融状態のポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分の少なくとも一方を、あら
かじめ融点－５０℃～融点＋２０℃の温度範囲内で溶融機内にてせん断を付与しながら滞
留させた後、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分からなる混合物の結晶が残存する
ように混合する方法などが挙げられる。
【００６７】
　ここで、ポリ－Ｌ－乳酸成分あるいはポリ－Ｄ－乳酸成分の融点とは、示差走査型熱量
計（ＤＳＣ）により測定したポリ－Ｌ－乳酸成分あるいはポリ－Ｄ－乳酸成分の単独結晶
融解ピークにおけるピークトップの温度のことを指す。また、ポリ－Ｌ－乳酸成分あるい
はポリ－Ｄ－乳酸成分の融解終了温度とは、示差走査型熱量計（ＤＳＣ）により測定した
ポリ－Ｌ－乳酸成分あるいはポリ－Ｄ－乳酸成分の単独結晶融解ピークにおけるピーク終
了温度のことを指す。
【００６８】
　融解終了温度以上で溶融混練する方法としては、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸
成分を回分法もしくは連続法で混合する方法が挙げられ、いずれの方法で混合してもよい
。混練装置としては、例えば、一軸押出機、二軸押出機、プラストミル、ニーダー、およ
び減圧装置付き撹拌槽型反応機が挙げられ、均一かつ十分に混練できるという観点から、
一軸押出機あるいは二軸押出機を用いることが好ましい。
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【００６９】
　融解終了温度以上で溶融混練する際の温度条件については、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ
－Ｄ－乳酸成分のうち、融点の高い方の成分の融解終了温度以上で行うことが好ましい。
好ましくは１４０℃以上であり、さらに好ましくは１６０℃以上であり、特に好ましくは
１８０℃以上である。また、好ましくは２５０℃以下であり、さらに好ましくは２３０℃
以下であり、特に好ましくは２２０℃以下である。溶融混練時の温度をが２５０℃以下に
することで、混合物の分子量低下を抑制することができ、１４０℃以上にすることで、混
合物の流動性の低下を抑制することができる。
【００７０】
　また、溶融混練する時間条件については、０．１分以上が好ましく、０．３分以上がよ
り好ましく、０．５分以上が特に好ましい。また、上記時間条件は、１０分以下が好まし
く、５分以下がより好ましく、３分以下が特に好ましい。溶融混練する時間を０．１分以
上とすることで、ポリ－Ｌ－乳酸とポリ－Ｄ－乳酸の混合の均一性を高めることができる
。また、溶融混練する時間を１０分以下とすることで、混合による熱分解を抑制すること
ができる。
【００７１】
　溶融混練の際の圧力条件については特に限定されるものではなく、大気雰囲気下または
窒素などの不活性気体雰囲気下のいずれの条件でもよい。
【００７２】
　押出機を用いた混練において、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分の供給方法は
特に限定されず、樹脂供給口からポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分を一括して供
給する方法や、必要に応じてサイド供給口を利用し、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳
酸成分を樹脂供給口とサイド供給口にそれぞれ分けて供給する方法が可能である。また、
混練機へのポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分の供給は、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポ
リ－Ｄ－乳酸成分の製造工程から直接溶融状態で行うことも可能である。
【００７３】
　押出機におけるスクリューエレメントは、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分と
を均一に混合してステレオコンプレックス形成できるように、混合部にニーディングエレ
メントを備えるのが好ましい。
【００７４】
　ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分の溶融混練後の形状は、特に限定されるもの
ではなく、塊状、フィルム、ペレットおよび粉末などいずれでもよい。ただし、各工程を
効率的に進めるという観点から、ペレットまたは粉末にすることが好ましい。ペレットに
する方法としては、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分の混合物をストランド状に
押出し、ペレタイズする方法や、上記混合物を水中に押出し、アンダーウォーターカッタ
ーを用いてペレット化する方法が挙げられる。また、粉末にする方法としては、ミキサー
、ブレンダー、ボールミルおよびハンマーミルなどの粉砕機を用いて粉砕する方法が挙げ
られる。
【００７５】
　ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分を溶融混練した後の結晶化工程の温度は、７
０～９０℃とすることが好ましい。結晶化温度を７０℃以上とすることで、結晶化を十分
に進行させ、後の脱揮工程にてペレットまたは粉末同士が融着することを抑制できる。ま
た、結晶化温度を９０℃以下とすることで、ペレットまたは粉末同士の融着を抑制し、熱
分解による分子量の低下および副生成物の生成を抑えることができる。
【００７６】
　結晶化工程の時間については３時間以上であることが好ましく、後の脱揮工程にてペレ
ットまたは粉末同士の融着抑制の点から５時間以上がより好ましい。結晶化させる時間を
３時間以上とすることで、結晶化を十分に進行させて、後の脱揮工程にてペレットまたは
粉末同士の融着を抑制することができる。
【００７７】
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　この結晶化工程を実施する際には、真空下または乾燥窒素などの不活性気体気流下で行
うことが好ましい。真空下で結晶化を行う際の真空度は、１５０Ｐａ以下であることが好
ましく、７５Ｐａ以下であることがさらに好ましく、２０Ｐａ以下であることが特に好ま
しい。不活性気体気流下で結晶化を行う際の流量は、混合物１ｇに対して０．１ｍｌ／分
以上が好ましく、０．５ｍｌ／分以上がさらに好ましく、１．０ｍｌ／分以上が特に好ま
しい。また、上記流量は、混合物１ｇに対して２０００ｍｌ／分以下が好ましく、１００
０ｍｌ／分以下がさらに好ましく、５００ｍｌ／分以下が特に好ましい。
【００７８】
　また、結晶化工程後の脱揮工程の温度は１３０℃以上が好ましく、副生成物の除去によ
る酸価低減の点から、１３５℃以上であることがより好ましく、１４０℃以上であること
がさらに好ましい。また、上記脱揮工程の温度は、副生成物の除去による酸価低減の点か
ら、１５０℃以下であることが好ましい。
【００７９】
　脱揮工程の時間については３時間以上が好ましく、副生成物の除去による酸価低減の点
から、４時間以上であることがより好ましく、５時間以上であることがさらに好ましい。
【００８０】
　この脱揮工程は、真空下または乾燥窒素などの不活性気体気流下で行うことが好ましい
。真空下で脱揮を行う際の真空度は、１５０Ｐａ以下であることが好ましく、７５Ｐａ以
下であることがさらに好ましく、２０Ｐａ以下であることが特に好ましい。不活性気体気
流下で脱揮を行う際の流量は、混合物１ｇに対して０．１ｍｌ／分以上が好ましく、０．
５ｍｌ／分以上がさらに好ましく、１．０ｍｌ／分以上が特に好ましい。また、上記流量
は、混合物１ｇに対して２０００ｍｌ／分以下が好ましく、１０００ｍｌ／分以下がさら
に好ましく、５００ｍｌ／分以下が特に好ましい。
【００８１】
　本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂の製造方法では、脱揮工程の後、さらに固相重合工
程を実施することで、ポリ－Ｌ－乳酸成分からなるセグメントとポリ－Ｄ－乳酸成分から
なるセグメントから構成されるポリ乳酸ブロック共重合体の製造を行ってもよい。固相重
合工程を実施する際の温度条件としては、１５０℃を超え１７５℃以下であることが好ま
しい。さらに固相重合を効率的に進めるという観点から、１５０℃を超え１７０℃以下で
あることがより好ましく、さらには１５０℃を超え１６５℃以下であることが最も好まし
い。
【００８２】
　固相重合工程では、固相重合の反応時間を短縮するために、反応の進行とともに温度を
段階的に上げるかあるいは連続的に上げることが好ましい。固相重合時に段階的に昇温す
るときの温度条件としては、第一段階として１５０℃を超え１５５℃以下で１～１５時間
、第二段階として１６０～１７５℃で１～１５時間と昇温するのが好ましく、さらには第
一段階として１５０℃を超え１５５℃以下で２～１２時間、第二段階として１６０～１７
５℃で２～１２時間と昇温するのがより好ましい。固相重合時に連続的に昇温するときの
温度条件としては、１５０℃を超え１５５℃以下の初期温度より１～５℃／分の速度で１
６０～１７５℃まで連続的に昇温するのが好ましい。また、段階的な昇温と連続的な昇温
を組み合わせることも固相重合を効率的に進行する観点から好ましい。
【００８３】
　この固相重合工程を実施する際には、真空下または乾燥窒素などの不活性気体気流下で
行うことが好ましい。真空下で固相重合を行う際の真空度は、１５０Ｐａ以下であること
が好ましく、７５Ｐａ以下であることがさらに好ましく、２０Ｐａ以下であることが特に
好ましい。不活性気体気流下で固相重合を行う際の流量は、混合物１ｇに対して０．１ｍ
ｌ／分以上が好ましく、０．５ｍｌ／分以上がさらに好ましく、１．０ｍｌ／分以上が特
に好ましい。また、上記流量は、混合物１ｇに対して２０００ｍｌ／分以下が好ましく、
１０００ｍｌ／分以下がさらに好ましく、５００ｍｌ／分以下が特に好ましい。
【００８４】
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　＜ポリ乳酸樹脂組成物＞
　本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂組成物は、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成
分からなるポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、（Ｂ）有機核剤０．１５～０．９重量部を
配合してなるものである。
【００８５】
　本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂組成物は、このように（Ｂ）有機核剤を特定量配合
することで、ポリ乳酸樹脂組成物１００重量部に含まれる、Ｌ－乳酸および／またはＤ－
乳酸からなる直鎖状オリゴマー量を０．３重量部以下にすることができる。直鎖状オリゴ
マー量を０．３重量部以下にすることで、溶融滞留時の分子量低下をおさえることができ
、熱安定性にすぐれ、成形品としたときの成形品外観にすぐれるポリ乳酸樹脂組成物を得
ることができる。成形品外観の観点から直鎖状オリゴマー量は０．２５重量部以下である
ことがより好ましく、溶融滞留時の熱安定性および成形品の機械特性の観点から０．２重
量部以下であることがさらに好ましい。なお、本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂組成物
は、通常は、ポリ乳酸樹脂組成物１００重量部中に、０．０１重量部以上の直鎖状オリゴ
マーを含有する。
【００８６】
　ここで、直鎖状オリゴマーとは、ポリ乳酸樹脂組成物をクロロホルム／ｏ－クレゾール
＝１／２重量比の混合溶液に溶解し、得られたポリマー溶液をメタノールにて再沈殿処理
後、孔径１ミクロンのメンブレンフィルター濾過によりポリマーを除去した溶液に溶解す
る、二量体以上の直鎖状低分子量体を示す。本発明の実施の形態における二量体以上の直
鎖状低分子量体（直鎖状オリゴマー）の含有量は、Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ，Ｖｏ
ｌ．２９，Ｎｏ．１０，１９９６に記載の方法で測定した値である。具体的には、直鎖状
オリゴマーは重クロロホルム溶液中、１５℃にて測定した１Ｈ－ＮＭＲスペクトルにおい
て、化学シフト１．２６～１．５５ｐｐｍの範囲に観測されるピークの積分値より定量す
ることができる。
【００８７】
　ここで、ポリ乳酸樹脂組成物に含まれる直鎖オリゴマー量は、前記（Ａ）ポリ乳酸樹脂
に、（Ｂ）有機核剤および必要な添加剤を配合し溶融混練して得られたポリ乳酸樹脂組成
物に含まれる直鎖オリゴマー量を測定した値である。
【００８８】
　本発明の実施の形態で用いるポリ乳酸樹脂組成物は、熱安定性の指標となる重量平均分
子量保持率、すなわち、密閉状態にて２２０℃で３０分間滞留させた後の重量平均分子量
保持率が、７０％以上であることが好ましい。上記重量平均分子量保持率は、成形品外観
の観点から７５％以上であることがより好ましく、成形品の機械特性の観点から８０％以
上であることがさらに好ましい。また、上記重量平均分子量保持率の上限は１００％であ
る。
【００８９】
　本発明の実施の形態で用いるポリ乳酸樹脂組成物は、下記式（１）から計算されるステ
レオコンプレックス形成率（Ｓｃ）が８０％以上であることが好ましい。上記ステレオコ
ンプレックス形成率（Ｓｃ）は、成形加工性の観点から９０％以上であることがさらに好
ましく、成形品の耐熱性の観点から９５％以上であることがさらに好ましい。また、上記
ステレオコンプレックス形成率（Ｓｃ）の上限は１００％である。
【００９０】
Ｓｃ＝ΔＨｍｓｃ／（ΔＨｍｈ＋ΔＨｍｓｃ）×１００　（１）
ここで、ΔＨｍｈは、１５０℃以上１９０℃未満に現れるポリ－Ｌ－乳酸単独結晶の結晶
融解熱量およびポリ－Ｄ－乳酸単独結晶の結晶融解熱量の合計を示す。また、ΔＨｍｓｃ
は、１９０℃以上２４０℃未満に現れるステレオコンプレックス結晶の結晶融解熱量を示
す。ΔＨｍｓｃおよびΔＨｍｈは、ＤＳＣ測定においてポリ乳酸樹脂組成物を２４０℃ま
で昇温し、３分間恒温状態にして溶融状態とした後、冷却速度２０℃／分で３０℃まで降
温し、さらに昇温速度２０℃／分で２４０℃まで昇温した際の値を示す。
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【００９１】
本発明の実施の形態で用いるポリ乳酸樹脂組成物は、ステレオコンプレックス結晶融解熱
量ΔＨｍｓｃが３０Ｊ／ｇ以上であることが好ましく、成型加工性の観点から３５Ｊ／ｇ
以上であることが好ましく、成形品の耐熱性の観点から４０Ｊ／ｇ以上であることがさら
に好ましい。また、上記ΔＨｍｓｃの上限は理論的には１４２Ｊ／ｇであるが、現実的に
は１００Ｊ／ｇである。
【００９２】
また、本発明の実施の形態で用いるポリ乳酸樹脂組成物は、ステレオコンプレックス結晶
融点Ｔｍｓｃが２００～２２５℃であることが好ましい。Ｔｍｓｃを２００℃以上とする
ことで、ポリ乳酸樹脂組成物からなる成形品の耐熱性を高めることができる。また、Ｔｍ
ｓｃを２２５℃以下とすることで、成形加工温度をより低く設定することができるため、
熱分解に起因する成形品の外観の悪化を抑えることができる。Ｔｍｓｃは、成形品の耐熱
性の観点から、より好ましくは２０５～２２０℃であり、成形加工性の観点から、さらに
好ましくは２０５～２１５℃である。ここで、Ｔｍｓｃは、上記ΔＨｍｓｃピークにおけ
るピークトップの温度のことを指す。
【００９３】
　本発明の実施の形態で用いるポリ乳酸樹脂組成物は、ＤＳＣ測定において、ポリ乳酸樹
脂組成物を２４０℃まで昇温して３分間恒温状態にして溶融状態とした後、冷却速度２０
℃／分で降温した際の降温結晶化熱量（ΔＨｃ）が、２０Ｊ／ｇ以上であることが好まし
い。上記ΔＨｃは、ポリ乳酸樹脂組成物からなる成形品の耐熱性の観点から２５Ｊ／ｇ以
上であることが好ましく、成型加工性の観点から３０Ｊ／ｇ以上であることがさらに好ま
しい。ΔＨｃを２０Ｊ／ｇ以上とすることで、結晶化速度を速めて成形時間を短縮し、成
形加工性を向上させることができる。また、上記ΔＨｃの上限は理論的には１４２Ｊ／ｇ
であるが、現実的には１００Ｊ／ｇである。
【００９４】
　本発明の実施の形態で用いるポリ乳酸樹脂組成物の重量平均分子量（Ｍｗ）は、１０万
以上であることが好ましく、成形品の機械特性、成形加工性および成形品外観の観点から
１２万以上であることがより好ましい。また、ポリ乳酸樹脂組成物の重量平均分子量（Ｍ
ｗ）は、３０万以下であることが好ましく、成形品の機械特性の観点から２５万以下であ
ることがより好ましく、成形加工性および成形品外観の観点から２０万以下であることが
さらに好ましい。ただし、ポリ乳酸樹脂組成物の重量平均分子量（Ｍｗ）は、１０万未満
であってもよく、３０万を超えていてもよい。
【００９５】
また、ポリ乳酸樹脂組成物の重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）の比である
分散度は、１．５以上であることが機械特性の点で好ましく、１．８以上であることがさ
らに好ましく、２．０以上であることが成形加工性および機械特性の点で特に好ましい。
また、上記分散度は、３．０以下であることが機械特性の点で好ましく、２．７以下であ
ることがさらに好ましく、２．４以下であることが成形加工性および機械特性の点で特に
好ましい。なお、重量平均分子量および分散度とは、溶媒としてヘキサフルオロイソプロ
パノールを用いたゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）測定によって得ら
れる、標準ポリメチルメタクリレート換算値である。
【００９６】
　ここで、ポリ乳酸樹脂組成物の重量平均分子量および数平均分子量とは、前記（Ａ）ポ
リ乳酸樹脂に、（Ｂ）有機核剤および必要な添加剤を配合し溶融混練して得られたポリ乳
酸樹脂組成物について測定した重量平均分子量および数平均分子量である。
【００９７】
　本発明の実施の形態で用いるポリ乳酸樹脂組成物は、溶融温度が２２０℃であり、せん
断速度が２４３ｓｅｃ-1である条件における溶融粘度が、１０００Ｐａ・ｓ以下であるこ
とが好ましい。上記溶融粘度は、熱安定性の観点から８００Ｐａ・ｓ以下であることがよ
り好ましく、成形品外観の観点から６００Ｐａ・ｓ以下であることがさらに好ましい。ま
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た、上記溶融粘度は、１０Ｐａ・ｓ以上であることが好ましく、成形加工性の観点から５
０Ｐａ・ｓ以上であることがより好ましく、成形品外観の観点から１００Ｐａ・ｓ以上で
あることがさらに好ましい。ただし、上記溶融粘度は、１０００Ｐａ・ｓを超えていても
よく、１０Ｐａ・ｓ未満でもよい。
【００９８】
　＜（Ｂ）有機核剤＞
　本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂組成物は、有機核剤を１種または２種以上を配合す
ることを特徴とする。有機核剤の種類としては、熱可塑性樹脂に対して公知のものを使用
することができる。具体的には、安息香酸ナトリウム、安息香酸バリウム、テレフタル酸
リチウム、テレフタル酸ナトリウム、テレフタル酸カリウム、トルイル酸ナトリウム、サ
リチル酸ナトリウム、サリチル酸カリウム、サリチル酸亜鉛、アルミニウムジベンゾエー
ト、カリウムジベンゾエート、リチウムジベンゾエート、ナトリウムβ－ナフタレート、
およびナトリウムシクロヘキサンカルボキシレートなどの有機カルボン酸金属塩と、ｐ－
トルエンスルホン酸ナトリウムおよびスルホイソフタル酸ナトリウムなどの有機スルホン
酸塩と、ソルビトール系化合物、フェニルホスホネートの金属塩、ナトリウム－２，２’
－メチレンビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスフェート（例えばＡＤＥＫＡ（
株）製、商品名：アデカスタブＮＡ－１１）、およびアルミニウムビス（２，２’－メチ
レンビス－４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニルホスフェート）・ハイドロキサイド（例えば
ＡＤＥＫＡ（株）製、商品名：アデカスタブＮＡ－２１、ＮＡ－７１（複合物））などの
リン酸エステル金属塩と、エチレンビスラウリン酸アミド、エチレンビス－１２－ジヒド
ロキシステアリン酸アミドおよびトリメシン酸トリシクロヘキシルアミドなどの有機アミ
ド系化合物等を挙げることができる。この中でも、リン酸エステル金属塩が好ましく、ナ
トリウム－２，２’－メチレンビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスフェートお
よびアルミニウムビス（２，２’－メチレンビス－４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニルホス
フェート）・ハイドロキサイドがより好ましい。これらの有機核剤を配合することで、機
械特性、成形加工性に優れたポリ乳酸樹脂組成物および成形品を得ることができる。
【００９９】
　本発明の実施形態では、有機核剤の添加量は、ポリ乳酸樹脂組成物の耐熱性を向上させ
る観点から、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して、０．１５～０．９０重量部としている
。有機核剤の添加量は、熱安定性、成形品の外観および機械特性の観点から、０．２０重
量部以上とすることが好ましい。また、有機核剤の添加量は、熱安定性の観点から０．７
０重量部以下であることがより好ましく、成形品の外観および機械特性の観点から０．５
０重量部以下であることがさらに好ましく、０．４５重量部以下であることが特に好まし
い。
【０１００】
　＜（Ｃ）鎖連結剤＞
　本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂組成物は、鎖連結剤を１種または２種以上を配合し
てもよい。
【０１０１】
　本発明の実施の形態で使用する鎖連結剤としては、ポリ乳酸樹脂のカルボキシル末端基
と反応することのできる化合物であれば特に制限はなく、このような化合物の１種または
２種以上を任意に選択して使用することができる。
【０１０２】
　本発明の実施の形態においてかかるカルボキシル基反応性鎖連結剤は、ポリ乳酸樹脂と
反応するのみではなく、熱分解や加水分解などで生成するオリゴマーのカルボキシル基と
も反応することができる。このような鎖連結剤としては、エポキシ化合物、オキサゾリン
化合物、オキサジン化合物、およびカルボジイミド化合物から選ばれる少なくとも１種の
化合物を使用することが好ましい。
【０１０３】
　本発明の実施の形態において鎖連結剤として用いることのできるエポキシ化合物として



(18) JP 5565469 B2 2014.8.6

10

20

30

40

50

は、グリシジルエーテル化合物、グリシジルエステル化合物、グリシジルアミン化合物、
グリシジルイミド化合物または脂環式エポキシ化合物を挙げることができる。機械特性、
成形性、耐熱性、耐加水分解性または耐乾熱性などの長期耐久性に優れるという点で、グ
リシジルエーテル化合物およびグリシジルエステル化合物から選択される２種以上である
ことが好ましく、グリシジルエーテル化合物から選択される少なくとも１種以上の化合物
、および／またはグリシジルエステル化合物から選択される少なくとも１種以上の化合物
であることがより好ましい。
【０１０４】
本発明の実施の形態において、グリシジルエーテル化合物とは、エーテル化されたグリシ
ジル基を有する化合物のことである。具体的には、グリセロールトリグリシジルエーテル
、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、およびペンタエリスリトールポリグ
リシジルエーテルなどを挙げることができる。
【０１０５】
本発明の実施の形態において、グリシジルエステル化合物とは、エステル化されたグリシ
ジル基を有する化合物のことである。具体的には、トリメシン酸トリグリシジルエステル
、トリメリット酸トリグリシジルエステル、およびピロメリット酸テトラグリシジルエス
テルなどを挙げることができる。
【０１０６】
　本発明の実施の形態において、グリシジルアミン化合物の具体例としては、テトラグリ
シジルアミノジフェニルメタン、トリグリシジル－パラアミノフェノール、トリグリシジ
ル－メタアミノフェノール、テトラグリシジルメタキシレンジアミン、テトラグリシジル
ビスアミノメチルシクロヘキサン、トリグリシジルシアヌレートまたはトリグリシジルイ
ソシアヌレートなどを挙げることができる。
【０１０７】
また、その他のエポキシ化合物として、エポキシ化大豆油、エポキシ化アマニ油、および
エポキシ化鯨油などのエポキシ変性脂肪酸グリセリドと、フェノールノボラック型エポキ
シ樹脂と、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂と、グリシジル基含有ビニル系単位を含
む重合体なども挙げることができ、成形加工性、溶融粘度安定性、耐衝撃性または表面硬
度に優れるという点で、グリシジル基含有ビニル系単位を含む重合体が好ましい。
【０１０８】
本発明の実施の形態において、グリシジル基含有ビニル系単位を形成する原料モノマーの
具体例としては、（メタ）アクリル酸グリシジルおよびｐ－スチリルカルボン酸グリシジ
ルなどの不飽和モノカルボン酸のグリシジルエステル、マレイン酸およびイタコン酸など
の不飽和ポリカルボン酸のモノグリシジルエステルあるいはポリグリシジルエステル、ア
リルグリシジルエーテル、２－メチルアリルグリシジルエーテル、およびスチレン－４－
グリシジルエーテルなどの不飽和グリシジルエーテルなどが挙げられる。これらの中では
、ラジカル重合性の点でアクリル酸グリシジルまたはメタアクリル酸グリシジルが好まし
く用いられる。これらは、単独ないし２種以上を用いることができる。
【０１０９】
本発明の実施の形態において、グリシジル基含有ビニル系単位を含む重合体には、グリシ
ジル基含有ビニル系単位以外のビニル系単位を共重合成分として含むことが好ましい。グ
リシジル基含有ビニル系単位以外のビニル系単位の選択により、グリシジル基含有ビニル
系単位を含む重合体の融点、ガラス転移温度などの特性を調節することができる。グリシ
ジル基含有ビニル系単位以外のビニル系単位としては、アクリル系ビニル単位、カルボン
酸ビニルエステル単位、芳香族系ビニル単位、不飽和ジカルボン酸無水物系単位、不飽和
ジカルボン酸系単位、脂肪族系ビニル単位、マレイミド系単位またはその他のビニル系単
位などが挙げられる。
【０１１０】
アクリル系ビニル単位を形成する原料モノマーの具体例としては、アクリル酸、メタクリ
ル酸、アクリル酸メチル、メタクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリル酸エチル
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、アクリル酸プロピル、メタクリル酸プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸ｎ
－ブチル、アクリル酸イソブチル、メタクリル酸イソブチル、アクリル酸ｔ－ブチル、メ
タクリル酸ｔ－ブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸２－エチルヘキシ
ル、アクリル酸シクロヘキシル、メタクリル酸シクロヘキシル、アクリル酸イソボルニル
、メタクリル酸イソボルニル、アクリル酸ラウリル、メタクリル酸ラウリル、アクリル酸
ステアリル、メタクリル酸ステアリル、アクリル酸ヒドロキシエチル、メタクリル酸ヒド
ロキシエチル、アクリル酸ヒドロキシプロピル、メタクリル酸ヒドロキシプロピル、ポリ
エチレングリコールやポリプロピレングリコールのアクリル酸エステルあるいはメタクリ
ル酸エステル、アクリル酸トリメトキシシリルプロピル、メタクリル酸トリメトキシシリ
ルプロピル、アクリル酸メチルジメトキシシリルプロピル、メタクリル酸メチルジメトキ
シシリルプロピル、アクリロニトリル、メタクリロニトリル、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアクリ
ルアミド、Ｎ，Ｎ－ジアルキルメタクリルアミド、α－ヒドロキシメチルアクリル酸エス
テル、アクリル酸ジメチルアミノエチル、およびメタクリル酸ジメチルアミノエチルなど
のアミノ基を有するアクリル系ビニル単位を形成する原料モノマーなどが挙げられる。中
でも、アクリル酸、メタクリル酸、アクリル酸メチル、メタクリル酸メチル、アクリル酸
エチル、メタクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、メタクリル酸プロピル、アクリル酸
ｎ－ブチル、メタクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、メタクリル酸イソブチル
、アクリル酸ｔ－ブチル、メタクリル酸ｔ－ブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、メ
タクリル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸シクロヘキシル、メタアクリル酸シクロヘキ
シル、アクリル酸イソボルニル、メタクリル酸イソボルニル、アクリロニトリル、および
メタクリロニトリルが好ましい。さらに好ましくは、アクリル酸、メタクリル酸、アクリ
ル酸メチル、メタクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリル酸エチル、アクリル酸
ｎ－ブチル、メタクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸２
－エチルヘキシル、アクリロニトリル、およびメタクリロニトリルが使用される。これら
は単独ないし２種以上を用いることができる。
【０１１１】
カルボン酸ビニルエステル系単位を形成する原料モノマーの具体例としては、ギ酸ビニル
、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、カプロン酸ビニル、カプリル酸ビニル
、カプリン酸ビニル、ラウリン酸ビニル、ミリスチン酸ビニル、パルミチン酸ビニル、ス
テアリン酸ビニル、酢酸イソプロペニル、酢酸１－ブテニル、ピバル酸ビニル、２－エチ
ルヘキサン酸ビニルおよびシクロヘキサンカルボン酸ビニルなどの単官能脂肪族カルボン
酸ビニル、安息香酸ビニルおよび桂皮酸ビニルなどの芳香族カルボン酸ビニル、モノクロ
ル酢酸ビニル、アジピン酸ジビニル、メタクリル酸ビニル、クロトン酸ビニルおよびソル
ビン酸ビニルなどの多官能カルボン酸ビニルなどが挙げられる。中でも、酢酸ビニルが好
ましく使用される。これらは単独ないし２種以上を用いることができる。
【０１１２】
芳香族系ビニル単位を形成する原料モノマーの具体例としては、スチレン、α－メチルス
チレン、ｐ－メチルスチレン、α－メチル－ｐ－メチルスチレン、ｐ－メトキシスチレン
，ｏ－メトキシスチレン、２，４－ジメチルスチレン、１－ビニルナフタレン、クロロス
チレン、ブロモスチレン、ジビニルベンゼン、およびビニルトルエンなどが挙げられる。
中でも、スチレンおよびα－メチルスチレンが好ましく使用される。これらは単独ないし
２種以上を用いることができる。
【０１１３】
不飽和ジカルボン酸無水物系単位を形成する原料モノマーとしては、無水マレイン酸、無
水イタコン酸、無水グルタコン酸、無水シトラコン酸および無水アコニット酸などが挙げ
られる。中でも、無水マレイン酸が好ましく使用される。これらは単独ないし２種以上を
用いることができる。
【０１１４】
不飽和ジカルボン酸系単位を形成する原料モノマーとして、マレイン酸、マレイン酸モノ
エチルエステル、イタコン酸、およびフタル酸などが挙げられる。中でも、マレイン酸お
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よびイタコン酸が好ましく使用される。これらは単独ないし２種以上を用いることができ
る。
【０１１５】
脂肪族ビニル系単位を形成する原料モノマーとしては、エチレン、プロピレンおよびブタ
ジエンなどが挙げられる。マレイミド系単位を形成する原料モノマーとしては、マレイミ
ド、Ｎ－メチルマレイミド、Ｎ－エチルマレイミド、Ｎ－プロピルマレイミド、Ｎ－イソ
プロピルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－（
ｐ－ブロモフェニル）マレイミド、およびＮ－（クロロフェニル）マレイミドなどが挙げ
られる。その他のビニル系単位を形成する原料モノマーとしては、Ｎ－ビニルジエチルア
ミン、Ｎ－アセチルビニルアミン、アリルアミン、メタアリルアミン、Ｎ－メチルアリル
アミン、およびｐ－アミノスチレンなどが挙げられる。これらは単独ないし２種以上を用
いることができる。
【０１１６】
本発明の実施の形態において、グリシジル基含有ビニル系単位を含む重合体のガラス転移
温度は、特に限定されるものではないが、配合時の作業性や成形加工性に優れるという点
で、３０～１００℃の範囲であることが好ましく、４０～７０℃の範囲であることがより
好ましく、５０～６５℃の範囲であることが最も好ましい。ここでいうガラス転移温度と
はＪＩＳ Ｋ７１２１の方法により、２０℃／分の昇温温度でＤＳＣで測定した中間点ガ
ラス転移温度である。なお、グリシジル基含有ビニル系単位を含む重合体のガラス転移温
度は、共重合成分の組成を調節することにより制御することができる。ガラス転移温度は
通常、スチレンなどの芳香族系ビニル単位を共重合することにより高くすることができ、
アクリル酸ブチルなどのアクリル酸エステル単位を共重合することにより低くすることが
できる。
【０１１７】
本発明の実施形態において、グリシジル基含有ビニル系単位を含む重合体は、未反応の原
料モノマーや溶媒などが残存するために通常、揮発成分を含む。その残部となる不揮発成
分量は、特に限定されるものではないが、ガスの発生を抑制するという観点で、不揮発成
分量が多い方が好ましい。具体的には、９５重量％以上であることが好ましく、中でも９
７重量％以上であることが好ましく、さらに９８重量％以上であることがより好ましく、
特に９８．５重量％以上であることが最も好ましい。なお、ここでいう不揮発成分とは、
試料１０ｇを窒素雰囲気下、１１０℃で１時間加熱した場合の残量割合を表す。
【０１１８】
本発明の実施形態において、グリシジル基含有ビニル系単位を含む重合体を製造する際に
は、低分子量体を得るために連鎖移動剤（分子量調整剤）として硫黄化合物を使用するこ
とがある。その場合には、グリシジル基含有ビニル系単位を含む重合体は、通常硫黄を含
む。ここで、グリシジル基含有ビニル系単位を含む重合体における硫黄含有量は、特に限
定されるものではないが、不快な臭いを抑制するという観点で、硫黄含有量が少ない方が
好ましい。具体的には、硫黄原子として１０００ｐｐｍ以下が好ましく、中でも１００ｐ
ｐｍ以下が好ましく、さらに１０ｐｐｍ以下が好ましく、特に１ｐｐｍ以下であることが
最も好ましい。
【０１１９】
本発明の実施形態において、グリシジル基含有ビニル系単位を含む重合体の製造方法とし
ては、本発明で規定する条件を満たす限り特に限定されるものではなく、塊状重合、溶液
重合、懸濁重合、乳化重合などの公知の重合方法を用いることができる。これらの方法を
用いる場合には、重合開始剤、連鎖移動剤および溶媒などを使用することがあるが、これ
らは最終的に得られるグリシジル基含有ビニル系単位を含む重合体の中に不純物として残
存することがある。これら不純物量は特に限定されるものではないが、耐熱性や耐候性な
どの低下を抑制するという観点で、不純物量は少ない方が好ましい。具体的には、不純物
量が最終的に得られる重合体に対して１０重量％以下が好ましく、中でも５重量％以下が
好ましく、さらに３重量％以下が好ましく、特に１重量％以下であることが最も好ましい
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【０１２０】
以上のような、分子量、ガラス転移温度、不揮発成分量、硫黄含有量、および不純物量な
どを満足させるグリシジル基含有ビニル系単位を含む重合体の製造方法としては、１５０
℃以上の高温で、かつ加圧条件（好ましくは１ＭＰａ以上）で、短時間（好ましくは５分
～３０分）で連続塊状重合する方法が、重合率が高い点、不純物や硫黄含有の原因となる
重合開始剤や連鎖移動剤および溶媒を使用しない点でより好ましい。
【０１２１】
本発明の実施の形態において、グリシジル基含有ビニル系単位を含む重合体の市販品とし
ては、日本油脂製“マープルーフ”、ＢＡＳＦ製“Ｊｏｎｃｒｙｌ”または東亞合成製“
ＡＲＵＦＯＮ”などを挙げることができる。
【０１２２】
　本発明の実施の形態で用いる鎖連結剤として用いることのできるオキサゾリン化合物の
例としては、２－メトキシ－２－オキサゾリン、２－エトキシ－２－オキサゾリン、２－
プロポキシ－２－オキサゾリン、２－ブトキシ－２－オキサゾリン、２－ペンチルオキシ
－２－オキサゾリン、２－ヘキシルオキシ－２－オキサゾリン、２－ヘプチルオキシ－２
－オキサゾリン、２－オクチルオキシ－２－オキサゾリン、２－ノニルオキシ－２－オキ
サゾリン、２－デシルオキシ－２－オキサゾリン、２－シクロペンチルオキシ－２－オキ
サゾリン、２－シクロヘキシルオキシ－２－オキサゾリン、２－アリルオキシ－２－オキ
サゾリン、２－メタアリルオキシ－２－オキサゾリン、２－クロチルオキシ－２－オキサ
ゾリン、２－フェノキシ－２－オキサゾリン、２－クレジル－２－オキサゾリン、２－ｏ
－エチルフェノキシ－２－オキサゾリン、２－ｏ－プロピルフェノキシ－２－オキサゾリ
ン、２－ｏ－フェニルフェノキシ－２－オキサゾリン、２－ｍ－エチルフェノキシ－２－
オキサゾリン、２－ｍ－プロピルフェノキシ－２－オキサゾリン、２－ｐ－フェニルフェ
ノキシ－２－オキサゾリン、２－メチル－２－オキサゾリン、２－エチル－２－オキサゾ
リン、２－プロピル－２－オキサゾリン、２－ブチル－２－オキサゾリン、２－ペンチル
－２－オキサゾリン、２－ヘキシル－２－オキサゾリン、２－ヘプチル－２－オキサゾリ
ン、２－オクチル－２－オキサゾリン、２－ノニル－２－オキサゾリン、２－デシル－２
－オキサゾリン、２－シクロペンチル－２－オキサゾリン、２－シクロヘキシル－２－オ
キサゾリン、２－アリル－２－オキサゾリン、２－メタアリル－２－オキサゾリン、２－
クロチル－２－オキサゾリン、２－フェニル－２－オキサゾリン、２－ｏ－エチルフェニ
ル－２－オキサゾリン、２－ｏ－プロピルフェニル－２－オキサゾリン、２－ｏ－フェニ
ルフェニル－２－オキサゾリン、２－ｍ－エチルフェニル－２－オキサゾリン、２－ｍ－
プロピルフェニル－２－オキサゾリン、２－ｐ－フェニルフェニル－２－オキサゾリン、
２，２′－ビス（２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－メチル－２－オキサゾリン
）、２，２′－ビス（４，４′－ジメチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－
エチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４，４′－ジエチル－２－オキサゾリン
）、２，２′－ビス（４－プロピル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－ブチル
－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－ヘキシル－２－オキサゾリン）、２，２′
－ビス（４－フェニル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－シクロヘキシル－２
－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－ベンジル－２－オキサゾリン）、２，２′－ｐ
－フェニレンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－ｍ－フェニレンビス（２－オキサゾ
リン）、２，２′－ｏ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－ｐ－フェニレ
ンビス（４－メチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ｐ－フェニレンビス（４，４′－
ジメチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ｍ－フェニレンビス（４－メチル－２－オキ
サゾリン）、２，２′－ｍ－フェニレンビス（４，４′－ジメチル－２－オキサゾリン）
、２，２′－エチレンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－テトラメチレンビス（２－
オキサゾリン）、２，２′－ヘキサメチレンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－オク
タメチレンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－デカメチレンビス（２－オキサゾリン
）、２，２′－エチレンビス（４－メチル－２－オキサゾリン）、２，２′－テトラメチ
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レンビス（４，４′－ジメチル－２－オキサゾリン）、２，２′－９，９′－ジフェノキ
シエタンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－シクロヘキシレンビス（２－オキサゾリ
ン）、および２，２′－ジフェニレンビス（２－オキサゾリン）などが挙げられる。さら
には、上記した化合物をモノマー単位として含むポリオキサゾリン化合物なども挙げるこ
とができる。
【０１２３】
　本発明の実施の形態で用いることのできる鎖連結剤としてのオキサジン化合物の例とし
ては、２－メトキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－エトキシ－５
，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－プロポキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ
－１，３－オキサジン、２－ブトキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、
２－ペンチルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－ヘキシルオキ
シ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－ヘプチルオキシ－５，６－ジヒ
ドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－オクチルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，
３－オキサジン、２－ノニルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２
－デシルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－シクロペンチルオ
キシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－シクロヘキシルオキシ－５，
６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－アリルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ
－１，３－オキサジン、２－メタアリルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキ
サジン、および２－クロチルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジンなど
が挙げられる。さらには、２，２′－ビス（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジ
ン）、２，２′－メチレンビス（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，
２′－エチレンビス（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－プロ
ピレンビス（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ブチレンビス
（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ヘキサメチレンビス（５
，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ｐ－フェニレンビス（５，６
－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ｍ－フェニレンビス（５，６－ジ
ヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ナフチレンビス（５，６－ジヒドロ－
４Ｈ－１，３－オキサジン）、および２，２′－Ｐ，Ｐ′－ジフェニレンビス（５，６－
ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）などが挙げられる。さらには、上記した化合物を
モノマー単位として含むポリオキサジン化合物などが挙げられる。
【０１２４】
　上記オキサゾリン合物やオキサジン化合物の中では、２，２′－ｍ－フェニレンビス（
２－オキサゾリン）および２，２′－ｐ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）が好まし
い。
【０１２５】
　本発明の実施の形態で鎖連結剤として使用することのできるカルボジイミド化合物とは
、分子内に少なくともひとつの（－Ｎ＝Ｃ＝Ｎ－）で表されるカルボジイミド基を有する
化合物である。このようなカルボジイミド化合物は、例えば適当な触媒の存在下に、有機
イソシアネートを加熱し、脱炭酸反応を進行させることにより製造できる。
【０１２６】
　カルボジイミド化合物の例としては、ジフェニルカルボジイミド、ジ－シクロヘキシル
カルボジイミド、ジ－２，６－ジメチルフェニルカルボジイミド、ジイソプロピルカルボ
ジイミド、ジオクチルデシルカルボジイミド、ジ－ｏ－トルイルカルボジイミド、ジ－ｐ
－トルイルカルボジイミド、ジ－ｐ－ニトロフェニルカルボジイミド、ジ－ｐ－アミノフ
ェニルカルボジイミド、ジ－ｐ－ヒドロキシフェニルカルボジイミド、ジ－ｐ－クロルフ
ェニルカルボジイミド、ジ－ｏ－クロルフェニルカルボジイミド、ジ－３，４－ジクロル
フェニルカルボジイミド、ジ－２，５－ジクロルフェニルカルボジイミド、ｐ－フェニレ
ン－ビス－ｏ－トルイルカルボジイミド、ｐ－フェニレン－ビス－ジシクロヘキシルカル
ボジイミド、ｐ－フェニレン－ビス－ジ－ｐ－クロルフェニルカルボジイミド、２，６，
２′，６′－テトライソプロピルジフェニルカルボジイミド、ヘキサメチレン－ビス－シ
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クロヘキシルカルボジイミド、エチレン－ビス－ジフェニルカルボジイミド、エチレン－
ビス－ジ－シクロヘキシルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－ｏ－トリイルカルボジイミド
、Ｎ，Ｎ´－ジフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジオクチルデシルカルボジイミド、
Ｎ，Ｎ´－ジ－２，６－ジメチルフェニルカルボジイミド、Ｎ－トリイル－Ｎ´－シクロ
ヘキシルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－２，６－ジイソプロピルフェニルカルボジイミ
ド、Ｎ，Ｎ´－ジ－２，６－ジ－ｔ－ブチルフェニルカルボジイミド、Ｎ－トルイル－Ｎ
´－フェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－ｐ－ニトロフェニルカルボジイミド、Ｎ，
Ｎ´－ジ－ｐ－アミノフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－ｐ－ヒドロキシフェニル
カルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－シクロヘキシルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－ｐ－ト
ルイルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ベンジルカルボジイミド、Ｎ－オクタデシル－Ｎ′－
フェニルカルボジイミド、Ｎ－ベンジル－Ｎ′－フェニルカルボジイミド、Ｎ－オクタデ
シル－Ｎ′－トリルカルボジイミド、Ｎ－シクロヘキシル－Ｎ′－トリルカルボジイミド
、Ｎ－フェニル－Ｎ′－トリルカルボジイミド、Ｎ－ベンジル－Ｎ′－トリルカルボジイ
ミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｏ－エチルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｐ－エチルフ
ェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｏ－イソプロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ，
Ｎ′－ジ－ｐ－イソプロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｏ－イソブチルフ
ェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｐ－イソブチルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ
′－ジ－２，６－ジエチルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２－エチル－６－イ
ソプロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２－イソブチル－６－イソプロピル
フェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２，４，６－トリメチルフェニルカルボジイミ
ド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２，４，６－トリイソプロピルフェニルカルボジイミド、およびＮ，
Ｎ′－ジ－２，４，６－トリイソブチルフェニルカルボジイミドなどのモノ又はジカルボ
ジイミド化合物と、ポリ（１，６－ヘキサメチレンカルボジイミド）、ポリ（４，４′－
メチレンビスシクロヘキシルカルボジイミド）、ポリ（１，３－シクロヘキシレンカルボ
ジイミド）、ポリ（１，４－シクロヘキシレンカルボジイミド）、ポリ（４，４′－ジフ
ェニルメタンカルボジイミド）、ポリ（３，３′－ジメチル－４，４′－ジフェニルメタ
ンカルボジイミド）、ポリ（ナフチレンカルボジイミド）、ポリ（ｐ－フェニレンカルボ
ジイミド）、ポリ（ｍ－フェニレンカルボジイミド）、ポリ（トリルカルボジイミド）、
ポリ（ジイソプロピルカルボジイミド）、ポリ（メチル－ジイソプロピルフェニレンカル
ボジイミド）、ポリ（トリエチルフェニレンカルボジイミド）、およびポリ（トリイソプ
ロピルフェニレンカルボジイミド）などのポリカルボジイミドなどが挙げられる。なかで
もＮ，Ｎ´－ジ－２，６－ジイソプロピルフェニルカルボジイミドおよび２，６，２′，
６′－テトライソプロピルジフェニルカルボジイミドが好ましく、また、ポリカルボジイ
ミドが好ましい。
【０１２７】
　鎖連結剤の配合量は、特に限定されないが、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して、０．
０１重量部以上であることが好ましく、熱安定性および成形品の耐熱性の観点から０．２
重量部以上であることがより好ましく、成形品の外観および機械特性の観点から０．３重
量部以上であることがさらに好ましい。また、鎖連結剤の配合量は、ポリ乳酸樹脂１００
重量部に対して１０重量部以下であることが好ましく、熱安定性の観点から２．０重量部
以下であることがより好ましく、成形品の耐熱性の観点から１重量部以下であることがさ
らに好ましく、成形品の外観および機械特性の観点から０．８重量部以下であることが最
も好ましい。ただし、鎖連結剤の配合量は、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して、０．０
１重量部未満としてもよく、１０重量部を超えることとしてもよい。
【０１２８】
　＜（Ｄ）無機核剤＞
　また、本発明の実施の形態で用いるポリ乳酸樹脂組成物は、必要に応じて本発明の目的
を損なわない範囲で無機核剤を１種または２種以上を添加することができる。無機核剤の
種類としては、熱可塑性樹脂に対して公知のものを使用することができる。具体的には、
合成マイカ、クレー、タルク、ゼオライト、酸化マグネシウム、硫化カルシウム、窒化ホ
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ウ素、酸化ネオジウム、および三斜晶系無機核剤などを挙げることができる。無機核剤は
、組成物中での分散性を高めるために、有機物で修飾されていることが好ましい。
【０１２９】
　無機核剤の配合量は、特に限定されないが、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して、０．
０１重量部以上であることが好ましく、成形品の耐熱性の観点から１重量部以上であるこ
とがより好ましく、成形品外観および成形加工性の観点から２重量部以上であることがさ
らに好ましい。また、無機核剤の配合量は、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して２０重量
部以下であることが好ましく、成形品の耐熱性の観点から１０重量部以下であることがよ
り好ましく、成形品外観および成形加工性の観点から５重量部以下であることがさらに好
ましい。ただし、無機核剤の配合量は、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して、０．０１重
量部未満としてもよく、２０重量部を超えることとしてもよい。
【０１３０】
　　＜その他添加剤＞
　本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂組成物には、本発明の目的を損なわない範囲で、通
常の添加剤を添加することができる。添加剤としては、例えば、触媒失活剤、可塑剤、耐
衝撃性改良材、充填剤、難燃剤、紫外線吸収剤、熱安定剤、滑剤、離形剤、染料（ニグロ
シンなど）および顔料（硫化カドミウム、フタロシアニンなど）を含む着色剤、着色防止
剤（亜リン酸塩、次亜リン酸塩など）、導電剤あるいは着色剤（カーボンブラックなど）
、摺動性改良剤（グラファイト、フッ素樹脂など）、および帯電防止剤などが挙げられる
。これらの添加剤の１種または２種以上を、ポリ乳酸樹脂組成物に添加することができる
。
【０１３１】
触媒失活剤としては、例えば、ヒンダードフェノール系化合物、チオエーテル系化合物、
ビタミン系化合物、トリアゾール系化合物、多価アミン系化合物、ヒドラジン誘導体系化
合物、およびリン系化合物などが挙げられ、これらを併用して用いてもよい。中でもリン
系化合物を少なくとも１種含むことが好ましく、ホスフェート系化合物あるいはホスファ
イト系化合物であることがさらに好ましい。具体例のさらなる好ましい例としては、ＡＤ
ＥＫＡ製“アデカスタブ”ＡＸ－７１（ジオフタデミルホスフェート）、ＰＥＰ－８（ジ
ステアリルペンタエリスリトールジホスファイト）、ＰＥＰ－３６（サイクリックネオペ
ンタテトライルビス（２，６―ｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ホスファイトを挙げる
ことができる。
【０１３２】
可塑剤としては、例えば、ポリアルキレングリコール系可塑剤、ポリエステル系可塑剤、
多価カルボン酸エステル系可塑剤、グリセリン系可塑剤、リン酸エステル系可塑剤、エポ
キシ系可塑剤、ステアリン酸アミド、およびエチレンビスステアリン酸アミドなどの脂肪
酸アミドと、ペンタエリスリトールと、各種ソルビトールと、ポリアクリル酸エステルと
、シリコーンオイルおよびパラフィン類などを挙げることができる。耐ブリードアウト性
の観点から、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリ（エチレンオキ
サイド・プロピレンオキサイド）ブロックおよび／またはランダム共重合体、ポリテトラ
メチレングリコール、ビスフェノール類のエチレンオキシド付加重合体、ビスフェノール
類のプロピレンオキシド付加重合体、ビスフェノール類のテトラヒドロフラン付加重合体
などのポリアルキレングリコールあるいはその末端エポキシ変性化合物、末端エステル変
性化合物、および末端エーテル変性化合物などの末端封鎖化合物などのポリアルキレング
リコール系可塑剤と、ビス（ブチルジグリコール）アジペート、メチルジグリコールブチ
ルジグリコールアジペート、ベンジルメチルジグリコールアジペート、アセチルトリブチ
ルサイトレート、メトキシカルボニルメチルジブチルサイトレート、およびエトキシカル
ボニルメチルジブチルサイトレートなどの多価カルボン酸エステル系可塑剤と、グリセリ
ンモノアセトモノラウレート、グリセリンジアセトモノラウレート、グリセリンモノアセ
トモノステアレート、グリセリンジアセトモノオレートおよびグリセリンモノアセトモノ
モンタネートなどのグリセリン系可塑剤などを挙げることができる。
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【０１３３】
耐衝撃性改良材としては、天然ゴム、低密度ポリエチレンや高密度ポリエチレンなどのポ
リエチレン、ポリプロピレン、耐衝撃改質ポリスチレン、ポリブタジエン、スチレン／ブ
タジエン共重合体、エチレン／プロピレン共重合体、エチレン／メチルアクリレート共重
合体、エチレン／エチルアクリレート共重合体、エチレン／酢酸ビニル共重合体、エチレ
ン／グリシジルメタクリレート共重合体、ポリエチレンテレフタレート／ポリ（テトラメ
チレンオキシド）グリコールブロック共重合体、ポリエチレンテレフタレート／イソフタ
レート／ポリ（テトラメチレンオキシド）グリコールブロック共重合体などのポリエステ
ルエラストマー、ＭＢＳなどのブタジエン系コアシェルエラストマーまたはアクリル系の
コアシェルエラストマーが挙げられ、これらは１種または２種以上使用することができる
。ブタジエン系またはアクリル系のコアシェルエラストマーとしては、具体的には、三菱
レイヨン製“メタブレン”、カネカ製“カネエース”、ローム＆ハース製“パラロイド”
などが挙げられる。
【０１３４】
充填剤としては、繊維状、板状、粉末状、粒状などのいずれの充填剤も使用することがで
きる。具体的には、ガラス繊維、ＰＡＮ系やピッチ系の炭素繊維、ステンレス繊維、アル
ミニウム繊維、および黄銅繊維などの金属繊維が挙げられる。また、芳香族ポリアミド繊
維などの有機繊維、石膏繊維、セラミック繊維、アスベスト繊維、ジルコニア繊維、アル
ミナ繊維、シリカ繊維、酸化チタン繊維、炭化ケイ素繊維、ロックウール、チタン酸カリ
ウムウィスカー、チタン酸バリウムウィスカー、ホウ酸アルミニウムウィスカー、窒化ケ
イ素ウィスカーなどの繊維状やウィスカー状の充填剤、カオリン、シリカ、炭酸カルシウ
ム、ガラスビーズ、ガラスフレーク、ガラスマイクロバルーン、二硫化モリブデン、ワラ
ステナイト、モンモリロナイト、酸化チタン、酸化亜鉛、ポリリン酸カルシウム、グラフ
ァイト、および硫酸バリウムなどが挙げられる。
【０１３５】
難燃剤としては、赤リン、ブロム化ポリスチレン、臭素化ポリフェニレンエーテル、臭素
化ポリカーボネート、水酸化マグネシウム、メラミンおよびシアヌール酸またはその塩、
並びにシリコン化合物などが挙げられる。紫外線吸収剤としては、レゾルシノール、サリ
シレート、ベンゾトリアゾール、およびベンゾフェノンなどが挙げられる。熱安定剤とし
ては、ヒンダードフェノール、ヒドロキノン、並びに、ホスファイト類およびこれらの置
換体などが挙げられる。離形剤としては、モンタン酸およびその塩、そのエステル、その
ハーフエステル、ステアリルアルコール、ステアラミド、並びにポリエチレンワックスな
どが挙げられる。
【０１３６】
　本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂組成物には、本発明の目的を損なわない範囲で、他
の熱可塑性樹脂（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、アクリルニト
リル・ブタジエン・スチレン共重合体、ポリアミド、ポリカーボネート、ポリフェニレン
サルファイド樹脂、ポリエーテルエーテルケトン樹脂、ポリエステル、ポリスルホン、ポ
リフェニレンオキサイド、ポリアセタール、ポリイミド、ポリエーテルイミド、およびセ
ルロースエステルなど）または熱硬化性樹脂（例えば、フェノール樹脂、メラミン樹脂、
ポリエステル樹脂、シリコン樹脂、およびエポキシ樹脂など）または軟質熱可塑性樹脂（
例えば、エチレン／グリシジルメタクリレート共重合体、ポリエステルエラストマー、ポ
リアミドエラストマー、エチレン／プロピレンターポリマー、およびエチレン／ブテン－
１共重合体など）などの少なくとも１種以上をさらに含有することができる。
【０１３７】
　＜ポリ乳酸樹脂組成物の製造方法＞
　各種添加剤の配合方法は特に限定されるものではなく、公知の方法を利用することがで
きる。ただし、操作の簡便性および添加剤の均一分散性の観点から、溶融混練で配合する
方法が好ましい。
【０１３８】
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　有機核剤や各種添加剤を溶融混練にて配合する方法としては特に限定されるものではな
く、溶融混練する方法としては、公知の方法を利用することができる。混練装置としては
、例えば、一軸押出機、二軸押出機、プラストミル、ニーダー、および減圧装置付き撹拌
槽型反応機が挙げられる。均一かつ十分に混練できる観点から、一軸押出機あるいは二軸
押出機を用いることが好ましい。
【０１３９】
　各種添加剤を配合する時期は特に限定されるものではない。例えば、原料のポリ－Ｌ－
乳酸およびポリ－Ｄ－乳酸に各種添加剤をあらかじめ配合しておいても良いし、ポリ－Ｌ
－乳酸およびポリ－Ｄ－乳酸を混合するときに各種添加剤を同時に配合しても良いし、あ
らかじめ作製したポリ乳酸樹脂に各種添加剤を配合しても良い。ポリ乳酸樹脂を製造する
際に固相重合を実施する場合には、重合触媒が活性状態であることが好ましいため、触媒
失活剤は固相重合後に添加することが好ましい。また、ポリ乳酸樹脂を製造する際に固相
重合を実施する場合には、重合途中のポリ乳酸樹脂の結晶性が高すぎると固相重合性が低
下するため、（Ｂ）有機核剤および（Ｄ）無機核剤は固相重合後に添加することが好まし
い。
【０１４０】
　溶融混練する際の温度条件は、好ましくは１４０℃以上であり、さらに好ましくは１６
０℃以上であり、特に好ましくは１８０℃以上である。また、溶融混練する際の温度条件
は、好ましくは２５０℃以下であり、さらに好ましくは２３０℃以下であり、特に好まし
くは２２０℃以下である。混合温度を２５０℃以下にすることで、混合物の分子量低下を
抑制することができる。また、混合温度を１４０℃以上にすることで、混合物の流動性の
低下を抑制することができる。
【０１４１】
　また、溶融混練する際の時間条件は、０．１分以上が好ましく、０．３分以上がより好
ましく、０．５分以上が特に好ましい。また、溶融混練する際の時間条件は、１０分以下
が好ましく、５分以下がより好ましく、３分以下が特に好ましい。溶融混練の時間を０．
１分以上とすることで、各種添加剤を容易に均一に混合することができる。また、溶融混
練の時間を１０分以下とすることで、混合により生じる熱分解を容易に抑制することがで
きる。
【０１４２】
　混合する圧力条件については特に限定されるものではなく、大気雰囲気下または窒素な
どの不活性気体雰囲気下のいずれの条件でもよい。
【０１４３】
　押出機を用いた溶融混練において、押出機への各種添加剤の供給方法は特に限定されな
い。例えば、樹脂供給口からポリ乳酸樹脂と各種添加剤を一括して供給する方法や、必要
に応じてサイド供給口を利用し、ポリ乳酸樹脂と各種添加剤を樹脂供給口とサイド供給口
にそれぞれ分けて供給する方法が可能である。
【０１４４】
　押出機におけるスクリューエレメントは、ポリ乳酸樹脂と各種添加剤が均一に混合でき
るように、混合部にニーディングエレメントを備えるのが好ましい。
【０１４５】
　ポリ乳酸樹脂と各種添加剤の溶融混練後の形状は、特に限定されるものではなく、塊状
、フィルム、ペレットおよび粉末などいずれでもよい。ただし、各工程を効率的に進める
という観点から、ペレットまたは粉末にすることが好ましい。ペレットにする方法として
は、溶融混練後の混合物をストランド状に押出してペレタイズする方法、および、溶融混
練後の混合物を水中に押出し、アンダーウォーターカッターを用いてペレット化する方法
が挙げられる。また、粉末にする方法としては、ミキサー、ブレンダー、ボールミルおよ
びハンマーミルなどの粉砕機を用いて粉砕する方法が挙げられる。
【０１４６】
　上記のように、本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂組成物は、ポリ－Ｌ－乳酸成分およ
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びポリ－Ｄ－乳酸成分、あるいは、ポリ－Ｌ－乳酸成分とポリ－Ｄ－乳酸成分とからなる
ポリ乳酸樹脂に対して、各種添加剤を加えて、溶融混練することにより製造できる。ただ
し、溶融混練によって本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂組成物を製造した後に、このポ
リ乳酸樹脂組成物に対してさらに、７０～９０℃にて結晶化する工程、および１３０～１
５０℃にて脱揮する工程を実施して、本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂組成物の性能（
物性）を向上させることが好ましい。あるいは、有機核剤を含む各種添加剤を加えて溶融
混練して混合物を得る第１の工程と、得られた混合物を７０～９０℃にて結晶化する第２
の工程と、１３０～１５０℃にて上記混合物を脱揮する第３の工程とを実施することによ
り、本発明の実施の形態のポリ乳酸樹脂組成物を製造してもよい。この場合には、第１の
工程で得られる上記混合物や、第２の工程で得られる上記混合物は、必ずしも、本発明の
実施の形態のポリ乳酸樹脂組成物に該当しなくてもよい。
【０１４７】
　結晶化工程の時間は、３時間以上であることが好ましく、後の脱揮工程にてペレットま
たは粉末同士が融着することを抑制する観点から、５時間以上がより好ましい。結晶化さ
せる時間を３時間以上にすることで、結晶化を十分に行わせ、後の脱揮工程にてペレット
または粉末同士の融着を容易に抑制可能となる。
【０１４８】
　脱揮工程の時間は、３時間以上が好ましく、副生成物の除去による酸価低減の観点から
、４時間以上であることがより好ましく、５時間以上であることがさらに好ましい。
【０１４９】
上記結晶化工程、および脱揮工程を実施する際には、真空下または乾燥窒素などの不活性
気体気流下で行うことが好ましい。真空下で脱揮を行う際の真空度は、１５０Ｐａ以下で
あることが好ましく、７５Ｐａ以下であることがさらに好ましく、２０Ｐａ以下であるこ
とが特に好ましい。不活性気体気流下で脱揮を行う際の流量は、混合物１ｇに対して０．
１ｍｌ／分以上が好ましく、０．５ｍｌ／分以上がさらに好ましく、１．０ｍｌ／分以上
が特に好ましい。また、上記流量は、混合物１ｇに対して２０００ｍｌ／分以下が好まし
く、１０００ｍｌ／分以下がさらに好ましく、５００ｍｌ／分以下が特に好ましい。
＜成形品＞
【０１５０】
本発明のポリ乳酸樹脂組成物は、例えば、フィルム、シート、繊維・布、不織布、射出成
形品、押出成形品、真空圧空成形品、ブロー成形品、および他の材料との複合体などとし
て用いることができる。
＜成形品の用途＞
【０１５１】
本発明のポリ乳酸樹脂組成物およびポリ乳酸ブロック共重合体を含む成形品は、農業用資
材、園芸用資材、漁業用資材、土木・建築用資材、文具、医療用品、自動車用部品、電気
・電子部品、光学フィルムまたはその他の用途として有用である。
【０１５２】
具体的には、リレーケース、コイルボビン、光ピックアップシャーシ、モーターケース、
ノートパソコンハウジングまたは内部部品、ＣＲＴディスプレーハウジングまたは内部部
品、プリンターハウジングまたは内部部品、携帯電話、モバイルパソコン、ハンドヘルド
型モバイルなどの携帯端末ハウジングまたは内部部品、記録媒体（ＣＤ、ＤＶＤ、ＰＤ、
ＦＤＤなど）ドライブのハウジングまたは内部部品、コピー機のハウジングまたは内部部
品、ファクシミリのハウジングまたは内部部品、およびパラボラアンテナなどに代表され
る電気・電子部品を挙げることができる。更に、ＶＴＲ部品、テレビ部品、アイロン、ヘ
アードライヤー、炊飯器部品、電子レンジ部品、音響部品、ビデオカメラ、プロジェクタ
ーなどの映像機器部品、レーザーディスク（登録商標）、コンパクトディスク（ＣＤ）、
ＣＤ－ＲＯＭ、ＣＤ－Ｒ、ＣＤ－ＲＷ、ＤＶＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ－Ｒ、ＤＶＤ－ＲＷ、Ｄ
ＶＤ－ＲＡＭ、ブルーレイディスクなどの光記録媒体の基板、照明部品、冷蔵庫部品、エ
アコン部品、タイプライター部品、およびワードプロセッサー部品などに代表される家庭
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・事務電気製品部品を挙げることができる。また電子楽器、家庭用ゲーム機、携帯型ゲー
ム機などのハウジングや内部部品、各種ギヤー、各種ケース、センサー、ＬＥＰランプ、
コネクター、ソケット、抵抗器、リレーケース、スイッチ、コイルボビン、コンデンサー
、バリコンケース、光ピックアップ、発振子、各種端子板、変成器、プラグ、プリント配
線板、チューナー、スピーカー、マイクロフォン、ヘッドホン、小型モーター、磁気ヘッ
ドベース、パワーモジュール、半導体、液晶、ＦＤＤキャリッジ、ＦＤＤシャーシ、モー
ターブラッシュホルダー、トランス部材、コイルボビンなどの電気・電子部品、サッシ戸
車、ブラインドカーテンパーツ、配管ジョイント、カーテンライナー、ブラインド部品、
ガスメーター部品、水道メーター部品、湯沸かし器部品、ルーフパネル、断熱壁、アジャ
スター、プラ束、天井釣り具、階段、ドアー、床などの建築部材、釣り餌袋などの水産関
連部材、植生ネット、植生マット、防草袋、防草ネット、養生シート、法面保護シート、
飛灰押さえシート、ドレーンシート、保水シート、汚泥・ヘドロ脱水袋、コンクリート型
枠などの土木関連部材、エアフローメーター、エアポンプ、サーモスタットハウジング、
エンジンマウント、イグニッションホビン、イグニッションケース、クラッチボビン、セ
ンサーハウジング、アイドルスピードコントロールバルブ、バキュームスイッチングバル
ブ、ＥＣＵ（Electric Control Unit）ハウジング、バキュームポンプケース、インヒビ
タースイッチ、回転センサー、加速度センサー、ディストリビューターキャップ、コイル
ベース、ＡＢＳ用アクチュエーターケース、ラジエータタンクのトップ及びボトム、クー
リングファン、ファンシュラウド、エンジンカバー、シリンダーヘッドカバー、オイルキ
ャップ、オイルパン、オイルフィルター、フューエルキャップ、フューエルストレーナー
、ディストリビューターキャップ、ベーパーキャニスターハウジング、エアクリーナーハ
ウジング、タイミングベルトカバー、ブレーキブースター部品、各種ケース、各種チュー
ブ、各種タンク、各種ホース、各種クリップ、各種バルブ、各種パイプなどの自動車用ア
ンダーフード部品、トルクコントロールレバー、安全ベルト部品、レジスターブレード、
ウオッシャーレバー、ウインドレギュレーターハンドル、ウインドレギュレーターハンド
ルのノブ、パッシングライトレバー、サンバイザーブラケット、各種モーターハウジング
などの自動車用内装部品、ルーフレール、フェンダー、ガーニッシュ、バンパー、ドアミ
ラーステー、スポイラー、フードルーバー、ホイールカバー、ホイールキャップ、グリル
エプロンカバーフレーム、ランプリフレクター、ランプベゼル、ドアハンドルなどの自動
車用外装部品、ワイヤーハーネスコネクター、ＳＭＪコネクター（中継接続用コネクター
）、ＰＣＢコネクター（ボードコネクター）、ドアグロメットコネクターなど各種自動車
用コネクター、歯車、ねじ、バネ、軸受、レバー、キーステム、カム、ラチェット、ロー
ラー、給水部品、玩具部品、ファン、テグス、パイプ、洗浄用治具、モーター部品、顕微
鏡、双眼鏡、カメラ、時計などの機械部品、マルチフィルム、トンネル用フィルム、防鳥
シート、育苗用ポット、植生杭、種紐テープ、発芽シート、ハウス内張シート、農ビの止
め具、緩効性肥料、防根シート、園芸ネット、防虫ネット、幼齢木ネット、プリントラミ
ネート、肥料袋、試料袋、土嚢、獣害防止ネット、誘因紐、防風網などの農業部材、衛生
用品、医療用フィルムなどの医療用品、カレンダー、文具、衣料、食品等の包装用フィル
ム、トレー、ブリスター、ナイフ、フォーク、スプーン、チューブ、プラスチック缶、パ
ウチ、コンテナー、タンク、カゴなどの容器・食器類、ホットフィル容器類、電子レンジ
調理用容器類化粧品容器、ラップ、発泡緩衝剤、紙ラミ、シャンプーボトル、飲料用ボト
ル、カップ、キャンディ包装、シュリンクラベル、蓋材料、窓付き封筒、果物かご、手切
れテープ、イージーピール包装、卵パック、ＨＤＤ用包装、コンポスト袋、記録メディア
包装、ショッピングバック、電気・電子部品等のラッピングフィルムなどの容器・包装、
各種衣料、インテリア用品、キャリアーテープ、プリントラミ、感熱孔版印刷用フィルム
、離型フィルム、多孔性フィルム、コンテナバッグ、クレジットカード、キャッシュカー
ド、ＩＤカード、ＩＣカード、光学素子、導電性エンボステープ、ＩＣトレー、ゴルフテ
ィー、ゴミ袋、レジ袋、各種ネット、歯ブラシ、文房具、クリアファイル、カバン、イス
、テーブル、クーラーボックス、クマデ、ホースリール、プランター、ホースノズル、食
卓、机の表面、家具パネル、台所キャビネット、ペンキャップ、およびガスライターなど
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として有用である。
【実施例】
【０１５３】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明する。ここで、実施例中の部数は、重量部を
示す。物性等の測定方法は以下のとおりである。
【０１５４】
　（１）直鎖状オリゴマー量
　５０ｍｌのスクリュー管瓶に、ポリ乳酸樹脂組成物０．２ｇと、重量比１／２のクロロ
ホルム／ｏ－クレゾール混合溶媒３．０ｇとを仕込みポリマー溶液を作製した。マグネチ
ックスターラーにて前記ポリマー溶液を攪拌しながらメタノール３０ｍｌを添加し、再沈
殿処理を行った。その後、孔径１ミクロンメンブレンフィルターにて白色沈降したポリマ
ーおよび添加剤を除去し、クロロホルム／ｏ－クレゾール／メタノール／直鎖状オリゴマ
ーからなる溶液を得た（溶液１）。次いで、エバポレーターにてクロロホルム／メタノー
ルのみを除去し、ｏ－クレゾールおよび直鎖状オリゴマーからなる溶液を得た（溶液２）
。得られた溶液２を重クロロホルム溶液中、Ｖａｒｉａｎ社製、ＵＮＩＴＹ ＩＮＯＶＡ
５００型ＮＭＲ測定機を用いて、測定核１Ｈ、基準としてＴＭＳを用い、観測周波数１２
５．７ＭＨｚ、積算回数１６回として、温度１５℃にて測定を行った。１Ｈ－ＮＭＲにお
いて、化学シフト１．２６～１．５５ｐｐｍの範囲に観測される直鎖状オリゴマー由来の
メチル基ピークの積分値と、６．８～７．２ｐｐｍの範囲に観測されるｏ－クレゾール由
来の４つのメチン基ピークの積分値の比から、ｏ－クレゾール中の直鎖状オリゴマー濃度
を算出し、仕込んだｏ－クレゾール中のポリ乳酸樹脂組成物濃度との比より、直鎖状オリ
ゴマー量を算出した。
【０１５５】
　（２）分子量および分散度
　重量平均分子量および分散度は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）
により、標準ポリメチルメタクリレート換算値として測定した。ＧＰＣの測定は、検出器
にＷＡＴＥＲＳ社示差屈折計ＷＡＴＥＲＳ４１０を用い、ポンプにＭＯＤＥＬ５１０高速
液体クロマトグラフィーを用い、カラムにＳｈｏｄｅｘ ＧＰＣ ＨＦＩＰ－８０６ＭとＳ
ｈｏｄｅｘ ＧＰＣ ＨＦＩＰ－ＬＧを直列に接続したものを用いて行った。測定条件は、
流速１．０ｍＬ／分とし、溶媒にヘキサフルオロイソプロパノールを用い、試料濃度１ｍ
ｇ／ｍＬの溶液を０．１ｍＬ注入した。
【０１５６】
　（３）密閉状態における滞留後の重量平均分子量保持率
　２２０℃設定のメルトインデクサー（東洋精機社製、Ｔｙｐｅ Ｃー５０５９Ｄ２－１
、オリフィス直径０．０８２５インチ、長さ０．３１５インチ）にポリ乳酸樹脂組成物５
ｇを仕込み、吐出口を塞いだ後、荷重２５０ｇにて３０分間密閉状態にて滞留させた後の
重量平均分子量（Ｍｗ２）を測定し、溶融滞留前の重量平均分子量（Ｍｗ１）からの変化
率（ΔＭｗ）を、下記式（１）から算出した。
ΔＭｗ＝（Ｍｗ１－Ｍｗ２）／Ｍｗ１＜２０％　　　（１）。
【０１５７】
　（４）ステレオコンプレックス融点（Ｔｍｓｃ）および融解熱量（ΔＨｍｓｃ）
　得られたポリ乳酸樹脂組成物の融点および融解熱量は、パーキンエルマー社示差走査型
熱量計（ＤＳＣ－７型）により測定した。測定条件は、試料５ｍｇ、窒素雰囲気下、昇温
速度が２０℃／分である。
【０１５８】
　ここで、融点とは、結晶融解ピークにおけるピークトップの温度のことを指す。また、
融解終了温度とは、結晶融解ピークにおけるピーク終了温度のことを指す。得られた結果
において、ポリ乳酸のホモ結晶（ポリ－Ｌ－乳酸の単独結晶またはポリ－Ｄ－乳酸の単独
結晶）と比べて融点の上昇（高融点化）が見られたものは、ポリ乳酸ステレオコンプレッ
クスが形成されたものと判断し、ポリ乳酸のホモ結晶と比べて融点が変わらないものにつ
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いては、ポリ乳酸ステレオコンプレックスが形成されなかったものと判断した。実施例に
おいて、ポリ－Ｌ－乳酸あるいはポリ－Ｄ－乳酸の融点は、第１昇温時に昇温速度２０℃
／分で３０℃から２４０℃まで昇温したときに測定される値とした。これに対し、ポリ乳
酸樹脂組成物の融点は、第１昇温時に昇温速度２０℃／分で３０℃から２４０℃まで昇温
した後、降温速度２０℃／分で３０℃まで冷却し、さらに第２昇温時に昇温速度２０℃／
分で３０℃から２４０℃まで昇温したときに測定される値とした。
【０１５９】
　（５）ステレオコンプレックス形成率（Ｓｃ）
　得られたポリ乳酸樹脂組成物のステレオコンプレックス形成率（Ｓｃ）は、下記式（２
）から算出した。
【０１６０】
　Ｓｃ＝ΔＨｍｓｃ／（ΔＨｍｈ＋ΔＨｍｓｃ）×１００　　（２）
　ここで、ΔＨｍｈは、１５０℃以上１９０℃未満に現れるポリ－Ｌ－乳酸単独結晶の結
晶融解熱量およびポリ－Ｄ－乳酸単独結晶の結晶融解熱量の合計を示す。また、ΔＨｍｓ
ｃは、１９０℃以上２４０℃未満に現れるステレオコンプレックス結晶の結晶融解熱量を
示す。ポリ乳酸樹脂組成物のステレオコンプレックス形成率は、第１昇温時に昇温速度２
０℃／分で３０℃から２４０℃まで昇温した後、降温速度２０℃／分で３０℃まで冷却し
、さらに第２昇温時に昇温速度２０℃／分で３０℃から２４０℃まで昇温したときに測定
される結晶融解ピークから算出したものである。
【０１６１】
　（６）降温結晶化熱量（ΔＨｃ）
　得られたポリ乳酸樹脂組成物の降温結晶化熱量（ΔＨｃ）は、パーキンエルマー社示差
走査型熱量計（ＤＳＣ－７型）により測定した。具体的には、上記降温結晶化熱量（ΔＨ
ｃ）とは、試料５ｍｇを示差走査熱量計（ＤＳＣ）により窒素雰囲気下で昇温速度２０℃
／分で３０℃から２４０℃まで昇温した後、２４０℃で３分間恒温状態に維持し、冷却速
度２０℃／分で降温した際に測定される結晶化熱量である。
【０１６２】
　（７）溶融粘度
　得られたポリ乳酸樹脂組成物を、東洋精機社製「キャピログラフ１Ｃ」に供し、長さ：
１０ｍｍ、径：１ｍｍのキャピラリーを用い、設定温度２２０℃で５分間滞留させた後に
、せん断速度２４３ｓｅｃ-1にて溶融粘度を測定した。
【０１６３】
　（８）成形加工性（成形サイクル時間）
　射出成形機（住友重機械工業製ＳＧ７５Ｈ－ＭＩＶ）を用い、シリンダー温度２２０℃
、金型温度１３０℃で射出成形を行い、引張試験に供することができる引張試験片を作製
した。変形のない固化した成形品（引張試験片）が得られる最短の成形時間を、成形サイ
クル時間として計測した。成形サイクル時間が短いほど成形加工性に優れているといえる
。
【０１６４】
　（９）耐熱性評価（低荷重：０．４５ＭＰａにおける荷重たわみ温度）
　得られたポリ乳酸樹脂組成物を、小松社製射出成形機「ＦＫＳ８０」に供し、設定温度
：２２０℃、金型温度：１３０℃にて、射出成形を実施し、ＩＳＯ７５に準拠した成形品
を成形し、ＩＳＯ７５に準拠し、低荷重の荷重たわみ温度（ＤＴＵＬ）を測定した。
【０１６５】
　（１０）耐衝撃性評価（Ｉｚｏｄ衝撃強度）
　得られたペレットを、小松社製射出成形機「ＦＫＳ８０」に供し、設定温度：２２０℃
、金型温度：１３０℃にて、射出成形を実施し、Ｉｚｏｄ衝撃強度（ノッチ付き）をＡＳ
ＴＭ　Ｄ２５６に準拠して測定した。
【０１６６】
　（１１）成形品外観の評価
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　得られたペレットを、日本製鋼所社製大型電動射出成形機「Ｊ８５０ＥＬＩＩＩ」に供
し、設定温度：２２０℃、金型温度：１３０℃にて、射出成形を実施し、成形品として、
四隅に４点ピンポイントゲートのある３００ｍｍ×４００ｍｍ×１００ｍｍ深さ（厚み１
０ｍｍ）の箱形容器を得て、成形品中央部付近に生じる気泡および表面荒れの外観評価を
目視にて行った。目視による評価は、５点満点の点数（最高点：５点、最低点：１点）に
よる下記評価およびそれらのトータル点数で行った。
　気泡：点数が高いほど気泡は確認されず、点数が低いほど気泡が確認された。
表面荒れ：点数が高いほど表面荒れは確認されず、点数が低いほど表面荒れが確認された
。
【０１６７】
　実施例で使用した原料は以下の通りである。
（ａ）ポリ－Ｌ－乳酸およびポリ－Ｄ－乳酸：
ａ－１：製造例１で得られたポリ－Ｌ－乳酸（Ｍｗ２０万、分散度１．８）
ａ－２：製造例２で得られたポリ－Ｌ－乳酸（Ｍｗ１６万、分散度１．７）
ａ－３：製造例３で得られたポリ－Ｄ－乳酸（Ｍｗ１６万、分散度１．７）
ａ－４：製造例４で得られたポリ－Ｄ－乳酸（Ｍｗ３．５万、分散度１．６）。
【０１６８】
　［製造例１］ポリ－Ｌ－乳酸（ａ－１）の製造
　撹拌装置と還流装置を備えた反応容器中に、９０％Ｌ－乳酸水溶液を５０部入れ、温度
を１５０℃にした後、徐々に減圧して水を留去しながら３．５時間反応した。その後、窒
素雰囲気下で常圧にし、酢酸スズ（ＩＩ）０．０２部を添加した後、１７０℃にて１３Ｐ
ａになるまで徐々に減圧しながら７時間重合反応を行った。その後、窒素雰囲気下８０℃
で５時間結晶化処理を行い、６０Ｐａの圧力下、１４０℃で６時間、１５０℃で６時間脱
揮を行った後、１６０℃で１８時間固相重合を行い、ポリ－Ｌ－乳酸（ａ－１）を得た。
ａ－１の重量平均分子量は２０万、分散度は１．８、融点は１７５℃であった。
【０１６９】
　［製造例２］ポリ－Ｌ－乳酸（ａ－２）の製造
　撹拌装置と還流装置を備えた反応容器中に、９０％Ｄ－乳酸水溶液を５０部入れ、温度
を１５０℃にした後、徐々に減圧して水を留去しながら３．５時間反応した。その後、窒
素雰囲気下で常圧にし、酢酸スズ（ＩＩ）０．０２部を添加した後、１７０℃にて１３Ｐ
ａになるまで徐々に減圧しながら７時間重合反応を行った。その後、窒素雰囲気下８０℃
で５時間結晶化処理を行い、６０Ｐａの圧力下、１４０℃で６時間、１５０℃で６時間脱
揮を行った後、１６０℃で１５時間固相重合を行い、ポリ－Ｌ－乳酸（ａ－２）を得た。
ａ－２の重量平均分子量は１６万、分散度は１．７、融点は１７１℃であった。
【０１７０】
　［製造例３］ポリ－Ｄ－乳酸（ａ－３）の製造
　撹拌装置と還流装置を備えた反応容器中に、９０％Ｄ－乳酸水溶液を５０部入れ、温度
を１５０℃にした後、徐々に減圧して水を留去しながら３．５時間反応した。その後、窒
素雰囲気下で常圧にし、酢酸スズ（ＩＩ）０．０２部を添加した後、１７０℃にて１３Ｐ
ａになるまで徐々に減圧しながら７時間重合反応を行った。その後、窒素雰囲気下８０℃
で５時間結晶化処理を行い、６０Ｐａの圧力下、１４０℃で６時間、１５０℃で６時間脱
揮を行った後、１６０℃で１５時間固相重合を行い、ポリ－Ｄ－乳酸（ａ－３）を得た。
ａ－３の重量平均分子量は１６万、分散度は１．７、融点は１７０℃であった。
【０１７１】
　［製造例４］ポリ－Ｄ－乳酸（ａ－４）の製造
　撹拌装置と還流装置を備えた反応容器中に、９０％Ｄ－乳酸水溶液を５０部入れ、温度
を１５０℃にした後、徐々に減圧して水を留去しながら３．５時間反応した。その後、窒
素雰囲気下で常圧にし、酢酸スズ（ＩＩ）０．０２部を添加した後、１７０℃にて１３Ｐ
ａになるまで徐々に減圧しながら７時間重合反応を行った。その後、窒素雰囲気下８０℃
で５時間結晶化処理を行い、６０Ｐａの圧力下、１４０℃で６時間、１５０℃で６時間脱
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揮を行った後、１６０℃で１０時間固相重合を行い、ポリ－Ｄ－乳酸（ａ－４）を得た。
ａ－４の重量平均分子量は３．５万、分散度は１．６、融点は１６３℃であった。
【０１７２】
　（Ａ）ポリ乳酸樹脂：
Ａ－１：製造例５で得られたポリ乳酸樹脂（Ｍｗ１４万、分散度２．２）
Ａ－２：製造例６で得られたポリ乳酸樹脂（ブロック共重合体、Ｍｗ１５万、分散度２．
０）
Ａ－３：製造例７で得られたポリ乳酸樹脂（Ｍｗ１５万、分散度１．８）。
【０１７３】
　［製造例５］ポリ乳酸樹脂Ａ－１の製造
　窒素雰囲気下、温度８０℃、５時間の条件下で予め結晶化処理を行ったポリ－Ｌ－乳酸
（ａ－１）７０重量部およびポリ－Ｄ－乳酸（ａ－４）３０重量部と、、触媒失活剤とし
ての「アデカスタブ」ＡＸ－７１（ＡＤＥＫＡ製、ジオフタデミルホスフェート）とを、
ドライブレンドした。触媒失活剤の混合量は、ポリ－Ｌ－乳酸とポリ－Ｄ－乳酸の合計１
００重量部に対し０．２重量部とした。ドライブレンドの後、ベントを有する二軸押出機
にて溶融混練を行った。二軸押出機は、樹脂供給口よりＬ／Ｄ＝１０の部分に温度２１０
℃に設定した可塑化部分を備え、Ｌ／Ｄ＝３０の部分にニーディングディスクを備えるス
クリューによって、せん断付与下で混合できる構造をしている。ポリ－Ｌ－乳酸、ポリ－
Ｄ－乳酸、および触媒失活剤の溶融混練は、減圧下、混練温度２１０℃で行った。溶融混
練で得られた混合物は、ペレット化した。
【０１７４】
　得られた混合物のペレット１ｇに対して、窒素流量２０ｍｌ／分の窒素気流下において
、８０℃で９時間結晶化を行った。その後、さらに混合物のペレット１ｇに対して、窒素
流量２０ｍｌ／分の窒素気流下において、１４０℃で５時間脱揮を行うことにより、ポリ
乳酸樹脂（Ａ－１）を得た。
【０１７５】
［製造例６］ポリ乳酸樹脂Ａ－２（ブロック共重合体）の製造
　窒素雰囲気下、温度８０℃、５時間の条件で予め結晶化処理を行ったポリ－Ｌ－乳酸（
ａ－１）７０重量部およびポリ－Ｄ－乳酸（ａ－４）３０重量部を用い、二軸押出機によ
って溶融混練を行った。ポリ－Ｌ－乳酸（ａ－１）を樹脂供給口より添加し、ポリ－Ｄ－
乳酸（ａ－４）をＬ／Ｄ＝３０の部分に設けたサイド供給口より添加した。溶融混練で得
られた混合物は、ペレット化した。なお、ポリ－Ｄ－乳酸の添加場所変更以外は、製造例
５と同じ条件にて溶融混練を行った。
【０１７６】
　得られた混合物のペレット１ｇに対して、窒素流量２０ｍｌ／分の窒素気流下において
、８０℃で９時間結晶化を行った。次いで、混合物のペレット１ｇに対して、窒素流量２
０ｍｌ／分の窒素気流下において、１４０℃で５時間脱揮を行った。さらに、混合物のペ
レット１ｇに対して、窒素流量２０ｍｌ／分の窒素気流下において、１５０℃から３℃／
分にて１６０℃まで昇温し、引き続き１６０℃で１２時間固相重合を行うことにより、ブ
ロック共重合体構造を有するポリ乳酸樹脂（Ａ－２）を得た。
【０１７７】
　［製造例７］ポリ乳酸樹脂Ａ－３の製造
　窒素雰囲気下、温度８０℃、５時間の条件で予め結晶化処理を行ったポリ－Ｌ－乳酸（
ａ－２）５０重量部およびポリ－Ｄ－乳酸（ａ－３）５０重量部と、触媒失活剤とをドラ
イブレンドした。触媒失活剤としては、「アデカスタブ」ＡＸ－７１（ＡＤＥＫＡ製、ジ
オフタデミルホスフェート）を用いた。触媒失活剤の混合量は、ポリ－Ｌ－乳酸とポリ－
Ｄ－乳酸の合計１００重量部に対し、０．３重量部とした。ドライブレンドした後、ベン
トを有する二軸押出機にて溶融混練を行った。二軸押出機は、樹脂供給口よりＬ／Ｄ＝１
０の部分に温度２２０℃に設定した可塑化部分を備え、Ｌ／Ｄ＝３０の部分にニーディン
グディスクを備えるスクリューによって、せん断付与下で混合できる構造をしている。ポ
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リ－Ｌ－乳酸、ポリ－Ｄ－乳酸、および触媒失活剤の溶融混練は、減圧下、混練温度２２
０℃で行った。溶融混練で得られた混合物は、ペレット化した。
【０１７８】
　得られた混合物のペレット１ｇに対して、窒素流量２０ｍｌ／分の窒素気流下において
、８０℃で９時間結晶化を行った。その後、さらに混合物のペレット１ｇに対して、窒素
流量２０ｍｌ／分の窒素気流下において、１４０℃で５時間脱揮を行うことにより、ポリ
乳酸樹脂（Ａ－３）を得た。
【０１７９】
　（Ｂ）有機核剤：
Ｂ－１：リン酸エステルアルミニウム塩（ＡＤＥＫＡ社製「アデカスタブ」ＮＡ－２１）
。
【０１８０】
　（Ｃ）鎖連結剤：
Ｃ－１：ポリカルボジイミド（日清紡社製「カルボジライト　ＬＡ－１」、カルボジイミ
ド当量２４７ｇ／ｍｏｌ）
Ｃ－２：エポキシ基含有スチレン／アクリル酸エステル共重合体（ＢＡＳＦ社製「ＪＯＮ
ＣＲＹＬ ＡＤＲ－４３６８」、Ｍｗ（ＰＭＭＡ換算）８，０００、エポキシ当量２８５
ｇ／ｍｏｌ）。
【０１８１】
　（Ｄ）無機核剤：
Ｄ－１：タルク（日本タルク社製「ミクロエース」Ｐ－６）。
【０１８２】
　（実施例１）
　製造例５で得られたポリ乳酸樹脂（Ａ－１）１００重量部と有機核剤（Ｂ－１）０．２
重量部とをドライブレンドした後、ベントを有する二軸押出機にて溶融混練を行った。二
軸押出機は、樹脂供給口よりＬ／Ｄ＝１０の部分に温度２２０℃に設定した可塑化部分を
備え、Ｌ／Ｄ＝３０の部分にニーディングディスクを備えるスクリューによって、せん断
付与下で混合できる構造をしている。ポリ乳酸樹脂（Ａ－１）および有機核剤（Ｂ－１）
の溶融混練は、減圧下、混練温度２２０℃で行った。溶融混練で得られた混合物は、ペレ
ット化した。
【０１８３】
　得られた混合物のペレット１ｇに対して、窒素流量２０ｍｌ／分の窒素気流下において
、８０℃で９時間結晶化を行った。その後、さらに混合物のペレット１ｇに対して、窒素
流量２０ｍｌ／分の窒素気流下において、１４０℃で５時間脱揮を行い、ポリ乳酸樹脂組
成物を得た。得られたポリ乳酸樹脂組成物の直鎖状オリゴマー量、分子量および分散度、
密閉状態における滞留後の重量平均分子量保持率、融点および融解熱量、ステレオコンプ
レックス形成率（Ｓｃ）、降温結晶化熱量（ΔＨｃ）、成形サイクル時間、耐熱性、耐衝
撃性、および成形品外観を表１に示す。
【０１８４】
　（実施例２）
　脱揮温度を１１０℃に変更する以外は、実施例１と同様の条件によりポリ乳酸樹脂組成
物を製造し、同様の測定および評価を行った。結果を表１に示す。
【０１８５】
　（実施例３、比較例１）
　各種添加剤の種類および添加量を表１、表２に示すように変更する以外は、実施例１と
同様の条件によりポリ乳酸樹脂組成物を製造し、同様の測定および評価を行った。結果を
表１、表３に示す。
【０１８６】
　（実施例４）
　製造例６で得られたポリ乳酸樹脂（Ａ－２）１００重量部、有機核剤（Ｂ－１）０．２
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重量部、および触媒失活剤として「アデカスタブ」ＡＸ－７１（ＡＤＥＫＡ製、ジオフタ
デミルホスフェート）０．２重量部をドライブレンドした。その後、ベントを有する二軸
押出機にて溶融混練を行った。二軸押出機は、樹脂供給口よりＬ／Ｄ＝１０の部分に温度
２２０℃に設定した可塑化部分を備え、Ｌ／Ｄ＝３０の部分にニーディングディスクを備
えるスクリューによって、せん断付与下で混合できる構造をしている。ポリ乳酸樹脂（Ａ
－２）、有機核剤（Ｂ－１）、および触媒失活剤の溶融混練は、減圧下、混練温度２２０
℃で行った。溶融混練で得られた混合物は、ペレット化した。
【０１８７】
得られた混合物のペレット１ｇに対して、窒素流量２０ｍｌ／分の窒素気流下において、
８０℃で９時間結晶化を行った。その後、さらに混合物のペレット１ｇに対して、窒素流
量２０ｍｌ／分の窒素気流下において、１４０℃で５時間脱揮を行い、ポリ乳酸樹脂組成
物を得た。測定および評価の結果を表１に示す。
【０１８８】
　（実施例５～６、８～１０、比較例２、４、６）
　各種添加剤の種類および添加量を表１、表２に示すように変更する以外は、実施例４と
同様の条件によりポリ乳酸樹脂組成物を製造し、同様の測定および評価を行った。結果を
表１～表４に示す。
【０１８９】
　（実施例７）
　脱揮温度を１１０℃に変更する以外は、実施例３と同様の条件によりポリ乳酸樹脂組成
物を製造し、同様の測定および評価を行った。結果を表２に示す。
【０１９０】
　（実施例１１）
　製造例７で得られたポリ乳酸樹脂（Ａ－３）１００重量部、有機核剤（Ｂ－１）０．３
重量部、および鎖連結剤（Ｃ－１）０．５重量部をドライブレンドした後、ベントを有す
る二軸押出機にて溶融混練を行った。二軸押出機は、樹脂供給口よりＬ／Ｄ＝１０の部分
に温度２２０℃に設定した可塑化部分を備え、Ｌ／Ｄ＝３０の部分にニーディングディス
クを備えるスクリューによって、せん断付与下で混合できる構造をしている。ポリ乳酸樹
脂（Ａ－３）、有機核剤（Ｂ－１）、および鎖連結剤（Ｃ－１）の溶融混練は、減圧下、
混練温度２２０℃で行った。溶融混練で得られた混合物は、ペレット化した。
【０１９１】
得られた混合物のペレット１ｇに対して、窒素流量２０ｍｌ／分の窒素気流下において、
８０℃で９時間結晶化を行った。その後、さらに混合物のペレット１ｇに対して、窒素流
量２０ｍｌ／分の窒素気流下において、１４０℃で５時間脱揮を行い、ポリ乳酸樹脂組成
物を得た。測定および評価の結果を表３に示す。
【０１９２】
　（実施例１２、比較例３、５）
　各種添加剤の種類および添加量を表２に示すように変更する以外は、実施例４と同様の
条件によりポリ乳酸樹脂組成物を製造し、同様の測定および評価を行った。結果を表３、
表４に示す。
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【表２】
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【表３】
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【表４】

【０１９３】
　表１～表３の結果より、ポリ乳酸樹脂（Ａ－１）または（Ａ－２）に、有機核剤または
有機核剤と鎖連結剤を併用し、かつ１４０℃にて脱揮処理を行った実施例１、３～６、８
～１０のポリ乳酸樹脂組成物において、直鎖状オリゴマー量は０．２重量％以下となり、
優れた熱安定性を発現することがわかる。また、上記ポリ乳酸樹脂組成物を用いた成形評
価においても、成形加工性、耐熱性、機械特性、および成形品外観に優れることがわかる
。
【０１９４】
　脱揮温度が低い実施例２および７においては、直鎖状オリゴマー量は０．２重量％より
大きいが、成形片の成形加工性、耐熱性、機械特性は良好であることがわかる。
【０１９５】
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　また、重量平均分子量１６万同士のポリ－Ｌ－乳酸ポリとポリ－Ｄ－乳酸からなるポリ
乳酸樹脂（Ａ－３）に有機核剤または有機核剤と鎖連結剤を併用し、かつ１４０℃にて脱
揮処理を行った実施例１１および１２のポリ乳酸樹脂組成物においても、直鎖状オリゴマ
ー量は０．２重量％より大きいが、成形片の成形加工性、耐熱性、機械特性は良好である
ことがわかる。
【０１９６】
　有機核剤の添加量が、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して０．１重量部である比較例１
～２においては、降温結晶化熱量ΔＨｃが２０Ｊ／ｇ未満となり、成型加工性、耐熱性が
大きく低下するため、成形品に適した性能を有していないことがわかる。
【０１９７】
　また、重量平均分子量１６万同士のポリ－Ｌ－乳酸ポリとポリ－Ｄ－乳酸からなるポリ
乳酸樹脂（Ａ－３）１００重量部に対して、０．１重量部の有機核剤を添加した比較例３
においては、ステレオコンプレックス形成率（Ｓｃ）、ステレオコンプレックス融解熱量
（ΔＨｍｓｃ）、およびΔＨｃが小さいため、成型加工性、耐熱性が大きく低下する結果
となった。また、ステレオコンプレックス融点（Ｔｍｓｃ）が高いために、溶融粘度が非
常に高く、溶融混練時のせん断発熱により直鎖状オリゴマー量が増大するため、ポリ乳酸
樹脂組成物の熱安定性の低下および成形品の外観が悪化することがわかる。
【０１９８】
　一方、有機核剤の添加量が、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対して１重量部である比較例
４～５においては、ポリ乳酸樹脂組成物のＳｃ、ΔＨｍｓｃ、ΔＨｃは優れるものの、直
鎖状オリゴマー量が大幅に増大し、ポリ乳酸樹脂組成物の熱安定性、およびそれからなる
成形品の外観、耐衝撃性が大幅に低下することがわかる。
【０１９９】
　有機核剤を添加せず、無機核剤（タルク）のみを添加した比較例６においては、Ｓｃは
８０％未満となり、成形品の成形加工性および耐熱性が低下することがわかる。
【産業上の利用可能性】
【０２００】
　本発明により得られるポリ乳酸樹脂組成物は、熱安定性、成形加工性、耐熱性、機械特
性、および成形品の外観に優れることから、繊維、フィルム、樹脂成形体などの成形品の
原料として好適である。
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